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     議 事 日 程 （第４号） 

  平成２５年２月２１日（木曜日） 午前９時３０分 開 議 

 第 １ 会議録署名議員の指名 

 第 ２ 議案第 ９号 柴田町住民投票条例 

 第 ３ 議案第１０号 柴田町災害見舞金支給条例 

 第 ４ 議案第１１号 しばた食と農のまちづくり条例 

 第 ５ 議案第１２号 地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ず

るための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備

等に関する条例 

 第 ６ 議案第１３号 特別職の非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正す



 ２１８ 

る条例 

 第 ７ 議案第１４号 柴田町子ども医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

 第 ８ 議案第１５号 柴田町防災会議条例の一部を改正する条例 

 第 ９ 議案第１６号 柴田町災害対策本部条例の一部を改正する条例 

 第１０ 議案第１７号 柴田町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準等を定める条例 

 第１１ 議案第１８号 柴田町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営

に関する基準等を定める条例 

 第１２ 議案第１９号 柴田町町道の構造の技術的基準等を定める条例 

 第１３ 議案第２０号 柴田町移動等円滑化のために必要な町道の構造に関する基準を定める

条例 

 第１４ 議案第２１号 柴田町移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準

を定める条例 

 第１５ 議案第２２号 柴田町都市公園条例の一部を改正する条例 

 第１６ 議案第２３号 柴田町営住宅条例の一部を改正する条例 

                                             

     本日の会議に付した事件 

 議事日程のとおり 

 



 ２１９ 

     午前９時３０分  開 議 

○議長（我妻弘国君） おはようございます。 

  ただいまの出席議員数は17名であります。定足数に達しておりますので、議会は成立いたし

ました。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  なお、議案等の説明のため、地方自治法第121条の規定により、説明員として町長以下、関係

所管課長等及び監査委員の出席を求めております。 

  本日の議事日程は、あらかじめお手元に配付のとおりであります。 

  日程に入ります。 

                                            

     日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（我妻弘国君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  本日の会議録署名議員は、会議規則第116条の規定により、議長において２番佐々木裕子さ

ん、３番佐久間光洋君を指名いたします。 

  ご連絡いたします。 

  昨日、選任同意いたしました固定資産評価審査委員佐藤さんですが、現在、大学入学試験等

の公務従事中につき、慣例による議会への挨拶ができませんのでご了承いただきます。 

                                            

     日程第２ 議案第９号 柴田町住民投票条例 

○議長（我妻弘国君） 日程第２、議案第９号柴田町住民投票条例を議題といたします 

  町長の提案理由の説明を求めます。町長。 

     〔町長 登壇〕 

○町長（滝口 茂君） ただいま議題となりました議案第９号柴田町住民投票条例についての

提案理由を申し上げます。 

  本条例は、町政にかかわる重要事項について直接住民の意思を確認し、その結果を町政に

反映させ、住民の町政への参加を促進することを目的として制定するものです。 

  住民投票制度の創設については、柴田町住民自治によるまちづくり基本条例第32条に規定

されており、一定の要件を満たせば住民投票を実施できる常設型の住民投票制度とするもの

です。 

  本条例の特徴としては、住民請求の署名数の要件を投票資格者総数の50分の１以上及び４
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分の１以上という２つの要件を設けており、４分の１以上の有効署名数が集まれば議会の議

決を経ないで住民投票を実施することができること。また、開票要件として、投票者総数が

投票資格者総数の２分の１に満たない場合には開票作業を行わないこと、そして、住民投票

の実施請求があった場合、正しい情報を広く共有し、適切な判断による投票が行われるよ

う、住民、議会、町長の３者の出席による公聴会を開催することとしているところです。 

  詳細につきましては、担当課長が説明いたしますので、原案のとおり可決くださいますよ

うお願いいたします。 

○議長（我妻弘国君） 補足説明を求めます。まちづくり政策課長。 

○まちづくり政策課長（平間忠一君） おはようございます。よろしくお願いします。 

  それでは、柴田町住民投票条例についての詳細説明を行います。 

  平成22年４月１日から、柴田町住民自治によるまちづくりの基本条例が施行されました。

それに伴って、情報共有に支えられながら参加と協働による住民主役のまちづくりが本格的

にスタートしました。 

  特に、住民のまちづくりに参加する制度として、１つ、地域計画の作成、２つ、まちづく

り提案制度の創設、３つ、まちづくり推進センターの設置、４つ、住民投票制度の規定が柴

田町まちづくりの環境のための環境づくりという仕組みで明示されております。それに基づ

いた新たな仕組みづくりを平成22年４月１日から開始しておりますが、さきの東日本大震災

の影響もあり、約３年の歳月を要してこの住民投票条例の制定をもって全ての委任事項が完

成となります。 

  それでは、条例を説明いたします。議案書３ページをごらんいただきたいと思います。 

  議案第９号柴田町住民投票条例を次のように制定する。 

  第１条は目的です。条例制定の根拠と設置目的を定めています。 

  第２条は、住民投票に付することができる重要事項を定めております。１項では住民投票

を実施することができる重要事項の定義を定めています。特に、町政運営及び町民の生活に

直接的に重大な影響を及ぼすものか、そのおそれがあるものかに限定しております。しか

し、対象事項を具体的に明示することで、限定された解釈が固定しないようにするために今

回除外規定のみの項目として４項目を定めております。 

  ２項においては、二元代表制を補完するための住民投票制度であることから、社会情勢の

変化等の特別な事由が生じた場合においては、過去に住民投票を付された事項や議会で意思

決定された事項においても住民投票はできるということを定めております。 



 ２２１ 

  次のページをごらんください。３条です。投票資格者です。 

  １項では、柴田町に住所を有し、かつ満20歳以上の日本人と外国人住民の投票資格を定め

ています。１号においては、日本国籍を有する者の要件です。２号については外国人住民の

要件について定めています。 

  ２項は外国人住民の定義を定めています。３項においては、住民投票資格のない者を定め

ています。 

  ４条です。第４条は住民投票の発議と請求です。 

  １項投票資格者の発議と請求に必要な署名数を定めています。２項は、議員発議に必要な

賛成者数を定めています。 

  次のページをごらんください。３項です。町長の発議権を定めています。４項は、住民投

票が実施される要件を定めています。５項においては、投票資格者総数の４分の１以上の連

署があった場合の住民投票について定めています。 

  ５条をごらんください。５条は住民投票の請求手続等です。 

  １項は住民投票の事案形式と請求形式について定めています。２項は、住民投票の請求手

続について定めています。署名手続においては地方自治法に基づく直接請求の例に準じて行

うようになります。 

  第６条です。第６条は、請求代表者証明の交付です。 

  １項では、住民投票の請求に向けた申請交付の手続を定めています。２項においては、住

民投票の申請を受理したときの町長の手続について定めています。３項は、住民投票実施請

求の申請を受理した場合の公表義務を定めています。 

  ７条です。７条は住民投票の形式です。住民投票を実施する場合の選択肢の形式を定めて

います。二者択一で賛否を問う形式となります。 

  ８条は住民投票の執行です。 

  １項では投票の執行者は町長となります。２項においては、住民投票を実施する場合、公

表義務と選挙管理委員会への通知手続を定めています。 

  次のページをごらんください。３項です。３項は住民投票を公平に実施するために住民投

票の管理と執行に関する事務を選挙管理委員会に委任します。 

  ９条は投票資格者の登録です。 

  １項は、投票資格者名簿の調整の義務づけを定めています。２項は投票資格者名簿の調整

期日を定めています。 
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  10条です。10条は住民投票の請求に必要な署名数の告示です。住民投票の請求に必要な署

名数の告示義務を10条で定めています。 

  11条は、住民投票の期日です。 

  １項では、投票日の期限を定めています。２項は投票日の告示を定めています。３項は、

投票日を変更する場合の理由と手続について定めております。 

  第12条です。12条は投票所です。 

  １項では、投票所は選挙管理委員会で指定するとしています。２項においては、投票所の

指定は告示期限を定めております。 

  第13条は投票の方法です。 

  １項では、投票者が投票できる票数を定めています。２項は投票する場合の投票用紙への

記載について定めております。 

  次のページをごらんください。３項は、代理投票について定めています。 

  14条です。14条は投票所における投票です。投票資格者の投票日における投票の手順につ

いて定めております。 

  15条は、期日前投票です。 

  １項では期日前投票と不在者投票の実施について定めております。２項においては、期日

前投票と不在者投票の手続について定めております。 

  第16条は無効投票です。１号から６号に該当すると無効投票となります。 

  第17条です。情報の提供です。 

  １項は、住民投票の実施に向けた広報等の情報の提供義務を定めています。２項において

は、公聴会の開催手続を定めております。 

  18条は、選挙運動です。住民投票の実施を告示した後、投票運動の方法について定めてお

ります。投票運動は原則自由となります。 

  次のページをお開きください。第９条は住民投票の開票要件です。開票要件を定めていま

す。特に、投票率が50％に満たない場合は開票しません。理由として、投票資格者の半数以

上が投票に参加することをもって投票結果に信頼性を持たせました。また、議会会議に置い

ても過半数の出席が成立要件、過半数による表決で表決されるという、そういう整合性を図

り、50％満たない場合は開票しないことにします。 

  第20条は投票結果の告示です。選挙委員会の投票結果を受けての手続について定めていま

す。 
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  21条は再請求の制限期間です。投票結果に一定の効力期間を持たせるために再請求の制限

期間について定めています。同一事案、同一趣旨の事案については２年間は発議と請求をす

ることができません。理由です。投票結果の安定を図りつつ、社会情勢の変化にも対応でき

るようにするために適当な期間が必要であると考えられることや、議員選挙、町長選挙が４

年ごとに行われるために尐なくとも２年経過をすれば選挙の争点になり得ると判断されるた

めに２年間という期間を定めております。 

  第22条は、投票及び開票です。公職選挙法を根拠として投票及び開票を行います。 

  第23条は、結果の尊重です。住民投票結果についての判断について定めています。 

  第24条は委任規定です。この条例に定めるもののほか、住民投票の実施に関し、必要な事

項は柴田町住民投票条例施行規則で定めます。規則の施行日は条例と同じ平成25年４月１日

となります。本日配付しています議案第９号関係資料の中に規則が入っております。 

  附則です。第１項施行期日、この条例は平成25年４月１日施行とする。 

  次のページをごらんください。２項です。２項はまちづくり基本条例を受けての本条例と

なります。そこで、柴田町住民自治によるまちづくり基本条例第32条の住民の定義と投票条

例の住民の定義の範囲に違いが生じますので、本条例を運用する場合の住民の読みかえが必

要となります。そのために、改正後の表の文言のとおりの改正となります。 

  以上で、詳細説明を終わります。よろしくご審議をお願いします。 

○議長（我妻弘国君） これより質疑に入ります。質疑ありませんか。３番佐久間光洋君。 

○３番（佐久間光洋君） 21条なんですが、この条例による住民投票が実施された場合、その

結果が告示されてから２年経過するまでの間という記述になっています。投票率が２分の１

に満たない場合開票しない、こういったケースの場合はこの21条では一応住民投票が実施は

されているものですから、その結果が告示されているからということで、開票しなかった場

合の２年間という解釈はどう理解すればよろしいでしょうか。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。まちづくり政策課長。 

○まちづくり政策課長（平間忠一君） あくまでも住民投票の請求があってですね、場合にお

いては開票するしないは結果なんですが、実際的にはその事務が発生しておりますので、さ

れたということで認識していただきたいと思います。 

○議長（我妻弘国君） よろしいですか。ほかにありませんか。 

     〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（我妻弘国君） 質疑なしと認めます。これをもって質疑を終結いたします。 



 ２２４ 

  これより討論に入ります。討論ありませんか。 

     〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（我妻弘国君） 討論なしと認めます。 

  これより、議案第９号柴田町住民投票条例の採決を行います。 

  お諮りいたします。本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

     〔賛成者起立〕 

○議長（我妻弘国君） 起立総員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

                                            

     日程第３ 議案第１０号 柴田町災害見舞金支給条例 

○議長（我妻弘国君） 日程第３、議案第10号柴田町災害見舞金支給条例を議題といたしま

す。 

  町長の提案理由の説明を求めます。町長。 

     〔町長 登壇〕 

○町長（滝口 茂君） ただいま議題となりました議案第10号柴田町災害見舞金支給条例につ

いての提案理由を申し上げます。 

  東日本大震災のような大規模な災害により被災された方々への生活再建につきましては、

災害救助法等の適用により国や県の支援制度が整備されているところであります。一方で、

災害救助法等の適用にならない火災・風水害・地震などの災害についても、年々発生が心配

されているところであり、被災される方への生活支援が必要であると思われます。 

  そこで、町民がこのような小規模災害により被災した場合において、町独自の見舞金を贈

り、再起を助成するためこの条例を定めるものです。 

  本条例の主な内容は、災害救助法等の適用にならない火災・風水害・震災などの災害によ

る居宅の全壊、全焼、流失、半壊、半焼及び床上浸水の被害に対してそれぞれ見舞金を贈る

ものです。 

  詳細につきましては、担当課長が説明いたしますので、原案のとおり可決くださいますよ

うお願いいたします。 

○議長（我妻弘国君） 補足説明を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（駒板公一君） それでは、議案第10号柴田町災害見舞金支給条例についての詳細

説明をさせていただきます。議案書については11ページからになります。 

  ただいま提案理由で申し上げましたとおり、災害救助法等の適用にならない火災・風水
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害・震災などの災害による居宅の全壊、全焼、流失、半壊、半焼及び床上浸水の被害に対し

て町独自の見舞金制度を設けるための条例を制定するものであります。 

  それでは、条文の説明をいたします。柴田町災害見舞金条例第１条目的であります。この

条例は災害により居宅に被害を受けた町民に対し災害見舞金（以下「見舞金」）を支給し、

もって町民の福祉及び生活の安定に資することを目的とするものであります。 

  第２条定義であります。この条例において次に掲げる用語の意義はそれぞれ当該各号に定

めるところによるものです。 

  第１号災害の定義であります。暴風、豪雤、防雪、洪水、地震、その他異常な自然現象及

び火災により被害を生ずることをいいます。 

  第２号町民の定義であります。災害により被害を受けた当時、町内に住所を有する者をい

う。これは、災害により被害を受けた時点において生活の本拠であることを住所とするもの

であります。 

  第３号居宅の定義であります。屋根及び周壁及びこれに類するものを有し、独立して雤風

をしのぐことができ、外界から遮断された一定の空間を有する土地に定着し、専ら居住を目

的とした建造物で、前号に掲げる者が現に生活の本拠として居住のために使用しているもの

をいうものであります。 

  第３条見舞金の支給であります。災害により、次の各号のいずれかの被害の程度（町長が

認める被害程度をいう）に該当することとなったときは、被害を受けた世帯の世帯主に対し

当該各号に定める見舞金を支給する。ただし、１の居宅に２以上の世帯が居住しているとき

は当該居宅を代表する１の世帯の世帯主に対し見舞金を支給するものとする。 

  支給対象居宅が全壊、全焼または流失、半壊または半焼、床上浸水の被災に対し見舞金を

支給することとしました。見舞金の金額については近郷市町等の例を参考にしながら設定し

たところであります。 

  第１号居宅が全壊、全焼、または流失したとき、５万円。 

  第２号居宅が半壊、半焼したとき、３万円。 

  第３号居宅が床上浸水したとき、２万円。 

  次のページとなります。第４条は支給の制限であります。町長は、次の各号のいずれかに

該当するときは、見舞金の全部または一部を支給しないことができる。 

  第１号災害救助法により救助を受けたとき。 

  第２号被災者生活再建支援法に基づき、被災者生活再建支援金が支給されるとき。 
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  １号、２号については他の制度により支援があるためであります。 

  第３号災害により被害が故意または重大な過失により生じたものであるとき。 

  第４号被害を受けた世帯の世帯主または世帯員が暴力団員等（柴田町暴力団排除条例第２

条第４号アまたはイに規定するものをいう）であるときです。これは、暴力団排除を規定す

るものであります。 

  第５条書類の提出であります。町長は見舞金の支給を受けようとする者に対し、必要な報

告または関係する書類の提出を求めることができる。これは、被害を処遇する官公署の発行

する証明書などであります。 

  第６条見舞金の返還であります。町長は既に見舞金を受けた者が第４条各号のいずれかに

該当すると認めたとき、偽りその他不正な行為により支給を受けたとき、または支給される

べき見舞金の額を超えて支給を受けたときは、その全部または一部を返還させることができ

る。 

  第７条は委任であります。この条例の施行に関し必要な事項は規則で定めます。 

  附則としまして、この条例は平成25年４月１日から施行する。 

  以上で詳細説明といたします。よろしくご審議をお願いいたします。 

○議長（我妻弘国君） これより質疑に入ります。質疑ありませんか。12番舟山彰君。 

○12番（舟山 彰君） １点目は、条文でいう３条に（１）から（３）とありますけれども、

居宅が全壊、半壊、全焼、半焼とか、これはこういう被害によってもう住めなくなったと判

断できる町民に対してのお見舞いということなんでしょうか。というのは、（３）が居宅が

床上浸水と、これまで例えば船岡西地区なんかでも豪雤で浸水したということで、貸し家が

大家さんからここ住めないとかあけてくれとか言われて、たまたま私のほうに貸し家はあい

てませんかと来た例があるんですけれども、そういう意味で３条の基準といいましょうか、

判断、どういう感じになるのかというのをお聞きしたいと思います。 

  それから、２つ目は関連質問みたいになりますが、町内でこういう被害があったとき、な

かなかすぐに仮住まいというんですか、新しい住まい、つまり貸し家とかアパートとかとい

っても今は余計大震災後ということもあってなかなかあいていない状況。町民からすると、

例えばそういう場合、町営住宅とかが、場合によっては雇用促進住宅ですか、そういったそ

れなりに町としても万が一のために１つか２つとっておくんだとか、そういう関心はあると

思うので、その辺どうしているかとお聞きしたいと思います。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。福祉課長。 



 ２２７ 

○福祉課長（駒板公一君） お答えいたします。 

  まず、第１点目の被害の程度でございますが、被害の程度につきましては詳細は規則で定

めようと思っていますけれども、災害救助法の適用になるための基準というのが国で定めら

れております。それの基準に沿って被害程度を区分しようと思っています。全壊、全焼につ

いては70％以上の損害程度がある場合。半壊については20から70％という国の定めが、基準

がございますので、それに沿った形となります。 

  床上浸水については、文字どおり床上に水が上がったという状態を指します。こういう災

害が発生した場合は、その場所に一時的でも短期的でも住めなくなるということは事実かと

思います。 

  ２点目の、そういう場所については、火災については町営住宅で一時的な対応をするとい

うことはあるんですが、自然災害となってくると、数的なこともございますので、それはそ

の状態に応じて検討すべきものと思っております。 

○議長（我妻弘国君） 再質問どうぞ。 

○12番（舟山 彰君） 床上、床下の違いというんでしょうか。例えば、床下でもそういう貸

し家の大家さんがもうだめだろうと判断して出てくれと言われても、そういう場合は町に申

請しても、この場合は床上だから対象になりませんということになるんでしょうか。 

  それと、もう一つは雇用促進、今も雇用促進住宅でいいんですかね、あそこは。例えば大

震災で山元とか亘理とか沿岸部から来ていた人がいて、今入居状態がどういうふうになって

いるかということもお聞きしたいんですけれども。 

○議長（我妻弘国君） 福祉課長。 

○福祉課長（駒板公一君） １点目の床下浸水についてはこの制度の対象としておりません。 

○議長（我妻弘国君） ２点目は商工観光課長。 

○商工観光課長（小池洋一君） 雇用促進住宅につきましては基本的に一般の入居は入れてい

ないという状況です。ただ、震災の被害にも遭った方については町が直接ではございません

けれども、入居を認めているという今の状況でございます。 

○議長（我妻弘国君） よろしいですか。ほかに。17番白内恵美子さん。 

○17番（白内恵美子君） 白内です。 

  お見舞金なので、できるだけ早く支給することが大切だと思うんですが、被災された方は

どのような手続をして、それは日数は大体どのくらいかかるものなのか。それから、これは

お見舞金なので福祉課長がお届けするという形になるわけですか。 
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○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（駒板公一君） お答えいたします。 

  手続でございますが、見舞金でございますので、申請によるものではありません。町のほ

うで被害を、まず一報被害状況が入りますけれども、私どものほうで現地調査をいたしまし

てこういう制度のことを説明申し上げます。そして、必要な内容を届けてもらうなり、被災

の内容を証明するような書類の提出を求めます。それで、被害の程度また対象となる金額を

確定しまして支給するということになります。その手続等で遅くとも２週間から１カ月くら

いの間、かかろうかという書類のそろい方にもよるんですが、できるだけ早く進めようかと

は思います。 

  誰が持っていくかということなんですが、今のところ振り込みということで考えておりま

す。現金の持ち歩きなく、当初被害があった、最初にお宅、調査に私どもの職員なり私なり

参りますので、そのときお見舞いは申し上げますが、金額、見舞金についてはそういう支払

い手続といいますか、支払い時期等についてもお話ししようと思っております。 

○議長（我妻弘国君） 再質問どうぞ。 

○17番（白内恵美子君） 支給についてはできるだけ早くお願いいたします。やはり、１カ月

もかかるのではお見舞いという感じではなくなってしまうので、もしもできることなら本来

であればきちんとお見舞金としてお見舞いの言葉を添えてお渡しできればいいんじゃないか

なと思うけれども、やはりそれは絶対無理なんですか。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（駒板公一君） 被害程度の確認がございますので、最初の時点でお見舞金を持っ

てお邪魔するというのは難しいかと思います。できるだけ早く手続を進めるということには

努力したいと思います。 

○議長（我妻弘国君） よろしいですか。ほかに。15番加藤克明君。 

○15番（加藤克明君） 補償関係、見舞金の関係ですけれども、見舞金が持ち家と貸し家に入

っている区分けは、私はないと思うんですけれども、そういうのは特別な考え、私のほうの

考え方がおかしいのかしら。その辺お聞きしたいと思います。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（駒板公一君） お答えいたします。 

  町民の定義の中で、住所を有する者、生活の本拠がそこにあれば持ち家、貸し家かかわら

ず、また住民登録していない方も、例えば原発被災者で今町内にいらっしゃる方もおりま
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す。そういう方も現在生活の本拠が町内にありますので、対象とすると考えております。 

○議長（我妻弘国君） ほかに。 

     〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（我妻弘国君） これをもって質疑を終結いたします。 

  これより討論に入ります。討論ありませんか。 

     〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（我妻弘国君） 討論なしと認めます。 

  これより、議案第10号柴田町災害見舞金支給条例の採決を行います。 

  お諮りいたします。本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

     〔賛成者起立〕 

○議長（我妻弘国君） 起立総員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

                                            

     日程第４ 議案第１１号 しばた食と農のまちづくり条例 

○議長（我妻弘国君） 日程第４、議案第11号しばた食と農のまちづくり条例を議題といたし

ます。 

  町長の提案理由の説明を求めます。町長。 

     〔町長 登壇〕 

○町長（滝口 茂君） ただいま議題となりました議案第11号しばた食と農のまちづくり条例

についての提案理由を申し上げます。 

  県では、将来にわたり農業・農村の振興に努めることを宣言し、その目標を広く明らかに

し、県民と共通理解のもと達成しようと平成12年にみやぎ食と農の県民条例を制定いたしま

した。 

  町では、平成23年度を初年度とする第５次柴田町総合計画が策定され、前期基本計画の計

画期間において、戦略的に取り組むべき３つの施策を重点プロジェクトと位置づけ、その１

つとして食と農による地域づくりプロジェクトがあります。それを推し進める個別施策とし

て食と農の住民条例制定への取り組みが明示され、柴田町の農業・農村の将来にわたる振興

を図ることとしています。 

  農業・農村が持つ機能的役割の重要性や農村文化を次世代に引き継ぐとともに、地域資源

を活用しながら地産地消を推進し、魅力ある農業が息づく農商工が連携した食と農のまちづ

くりを目指すための指針としてこの条例を制定します。 
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  詳細につきましては、担当課長が説明いたしますので、原案のとおり可決くださいますよ

うお願いいたします。 

○議長（我妻弘国君） 補足説明を求めます。農政課長。 

○農政課長（加藤嘉昭君） それでは、詳細説明をいたします。 

  別紙議案第11号関係資料をごらんください。１ページのしばた食と農のまちづくり条例及

び基本計画策定の計画を今後のスケジュールにつきましてご説明いたします。 

  平成23年度から、町民との共通理解のもとに農業・農村の振興を図ろうと、魅力ある農業

が息づく農商工が連携した食と農のまちづくり条例策定と基本計画策定に取り組んでまいり

ました。 

  平成23年11月にプロジェクトチームを設置し、しばた食と農のまちづくり条例及び基本計

画の素案作成を行いました。メンバーは農業関係機関、消費者、町職員の11人で構成し、平

成23年11月24日から平成24年５月29日まで意見や提案をまとめ上げていくワークショップ形

式で行いました。平成24年10月には農業関係機関、農業者、消費者の15人で構成される策定

委員会を設置し、町長へ提出するための素案作成を行っていただきました。平成24年10月15

日から平成25年１月９日まで５回開催し、プロジェクトチームから報告を受けた素案につい

て再検討し、町の特性を生かし、農業・農村の将来にわたる振興が図られる素案を作成して

いただきました。３月までに基本計画の素案を作成し、町長に提出していただくことになっ

ています。 

  今後のスケジュールですが、策定委員会から基本計画素案について提出を受け、パブリッ

クコメントを実施し、４月に柴田町農政審議会の答申を受けて５月公表を目指します。 

  裏面、２ページをごらんください。基本計画の施策体系図（素案）になります。誇りと愛

着の持てる郷土づくりをスローガンに、食、農業、農村を柱として主要な施策をまとめ、各

施策の推進方策や目標数値を設定します。計画期間は第５次柴田町総合計画と整合性を図る

ために平成25年度から30年度までの６カ年になります。 

  それでは、議案書13ページをお開きください。しばた食と農のまちづくり条例は、前文、

目的と目標、責務と役割、主要な方策、基本計画から構成され、第１条から第11条までの条

立てになっております。 

  前文では、食と農の重要性と農業が持つ環境保全や国土保全、地球温暖化の抑制といった

多面的役割を理解し、それぞれが役割を持ってこれらの機能を守り、先人が築いた文化遺産

や伝統とともに後世に伝えていくことや地域資源を活用しながら地産地消を推進し、魅力あ
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る農業が息づく農商工が連携した食と農のまちづくりを目指すための指針とすることをうた

っております。 

  第１条では目的、次ページの第２条では町が農業、農村振興を図る３つの目標を定めてお

ります。第３条から第５条までは農業・農村振興を図るための町の責任、農業者及び農業団

体の役割、町民、事業者等の役割を定めております。第６条では第２条に掲げている目標を

達成するために町が進める農業・農村振興に関する主要な方策について都市住民との交流、

農業担い手の育成と確保、地産地消、農業・農村の環境整備など11項目を定めております。

第７条から第９条までは、基本計画について定めております。第７条では第６条の町が進め

る農業・農村振興に関する主要な方策を効果的に実施するために基本計画を定めることを規

定し、第８条から第10条では計画の内容、意見聴取、公表について定めております。第11条

では基本計画の実施状況について２年ごとに農政審議会の評価を受けることを定めておりま

す。 

  この条例の施行は平成25年４月１日からになります。 

  以上でありますが、よろしくお願いいたします。 

○議長（我妻弘国君） これより質疑に入ります。質疑ありませんか。９番水戸義裕君。 

○９番（水戸義裕君） 水戸です。 

  この条例なんですが、１つお聞きします。これに例えば遺伝子組み換え農産物、これの規

制というか、まだまだこれに対するアレルギー症状というのは国全体的にもまだあると思っ

ています。私たちもいわゆる一番わかりやすいのは大豆をつくるときに地元の大豆ですとい

うときは遺伝子組み換えものではありませんよといった状況でつくって、それを１つの売り

にしているということがあるわけです。この条例の中には、その遺伝子組み換え農産物につ

いての自主規制というか、そういったものがここには定められていません。県民条例を見て

もやはりそこにもたしかなかったと思います。これに対してはどうするのか。 

  将来にかかってということと、消費者の安全を考えるときはやはり遺伝子組み換え農産物

というのはある程度規制がかかってもやむを得ない状況ではないかと思っていますので、こ

れについてはどういう考え方なのかということと、それから農業の多面性ということになっ

てくると、例えば今、ここ何年か話題になっている有機農産物ですね。有機農業の促進とか

推進とか、そういったこともこの文章からは読み取れないというよりもないと、文言とし

て。だから、有機農業に対する生産ということでの農業の促進、農業の振興を図るといった

ことではどうなのかといったことを、今現在私も今回出しましたけれども、去年かな、全国
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の米食味分析鑑定コンクールというやつが、ことしは七ケ宿でありますけれども、これに

3,000件ほど応募があって、食味がどうとかということでやっています。私もことし出しまし

たけれども、そういったことで有機農業に対する食味の、米ですね、そういうことが今非常

に関心を持たれている。 

  それから、地域食料自給率の向上というものがここにはない。柴田町の地域食料自給率と

いうものがどの程度なのかといったことの、そしてそれを促進するということも必要じゃな

いか。 

  それから、ブランド化ということで６次産業化は言っていますけれども、この中にも食の

ブランド化ということはここには書かれていない。今後それがどうするのかといったこと

が、この条例は理念だといえばそうかもしれないですけれども、規則で定めるということも

可能なんでしょうけれども、この辺に関してどのような見解を持って策定委員会なりなんな

りでやってきたのかということをお聞きします。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。農政課長。 

○農政課長（加藤嘉昭君） １点目の遺伝子組み換えの関係なんですけれども、山形県の高畠

町でも同じような条例をつくっておりまして、高畠町については遺伝子の果物とかそういう

関係で非常に多いということで、高畠の条例ではうたっております。柴田町の場合はそこま

では今、遺伝子の組み換えとか至っていないということがありまして、条例の第６条の第１

号の消費者が安心して地域農産物を入手し、食と農への信頼を保つのに必要な産地情報の提

供ということで対応していきたいなと思っております。 

  それから、農業の多面性、有機農業ですか、それについては条例の第６条第10号に堆肥等

による土づくりということでうたっておりまして、さらに詳しくは資料の基本計画の施策体

系図ということで、食という項目の中の環境に配慮した農作物の生産ということで低農薬、

有機栽培の推進、エコファーマーへの取り組みの支援ということで、さらに細かに体系図の

中には、うたい込んでいるということでご理解いただきたいと思います。 

  それから、農畜産物の安全性の確保ということで一番上段になりますけれども、トレーサ

ビリティーの導入の推進ということでも安全な食料を供給するということで、さらに体系図

の後ろにもっと細かく基本計画で掲載するということで今取り組んでおります。 

  それから、食料の増産ということで当然自給率を上げるということになりますけれども、

これらも基本計画の中に自給率の向上ということである程度の数値目標を示したいと考えて

おります。（「食のブランド化」の声あり） 
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  食のブランド化も、基本計画のほうで鉢花なりその他の野菜についてもブランド化を図っ

ていくということで、基本計画のほうにもう尐し詳しく載せるということで取り組んでいま

す。 

○議長（我妻弘国君） 再質問どうぞ。 

○９番（水戸義裕君） 今、花とちょっと出ましたけれども、食にはならないものもあるから

それはそれで、だから確かに素案というの、けさ来たらここに上がっていたので、もうちょ

っと前に見せてもらっても、あってもよかったかなと。けさ来てみたら食の安全と消費者

の、これ素案の中でこういう意見が出ているということでいいよね、これ。ということは、

確かにこれ見てわかりました。有害鳥獣駆除のことも載って、今度これから審議するわけで

すけれども、これのことも載っていますし、低農薬有機栽培の推進ということも載っている

し、食の安全ということではやはり遺伝子組み換えのこれからいったらこれもまだ安全が確

立されているわけじゃないということでは、確かにこれが載ると。 

  それから、トレーサビリティーというのは言ったら生産しましたよという、結果的に、こ

れからやるということじゃなくて、それは結果であって例えば今ギャップとかいろいろ生

産、細かくあるんだけれども、そういったことはこの素案の中の話の中で出たということで

あっても、条例に文言としないということは見た人はそこまで読めるわけじゃないと思うん

だよ。この文言からは。そういったことも実は含んでいますよと言ったって、この文言から

は一切、有機農業の促進ということじゃなく、遺伝子組み換え農産物のこと書いてあるわけ

じゃないし、これから読み取ってくださいみたいなこと言ってもそりゃわからないと思うん

です。 

  確かに、今課長が言ったように高畠にはそれがある。私も高畠を見ました。それから古い

のでいくと平成十七、八年ごろには今治市が大体国内では一番早いのかな。それを見ても今

治でもやはりこういうふうに有機農業の生産とかいうことが載っているんですよね。載せて

いるんです。だから条例ではのせなくても規則で縛りをかけますといったこともそれは可能

なんでしょうけれども、１つにはやはりこの条例の文言にそういうことを入れてほしいなと

思うわけですよね。規則は規則でまた別なんです。やはりこれをのせていただくということ

をしないと、ちょっと落ち度があるんじゃないかとは思うんです、この条例が。ですからこ

ういった農業生産者もそうだし、消費者もこういうことで条例にのっていたのを見たけれど

も、こういうふうに載っていましたよねということで、そういったことの安心感を与えるた

めにもやはり文言としては入れるべきじゃないかと思うんですが、これについてどうです
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か。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。農政課長。 

○農政課長（加藤嘉昭君） 条例にはうたっていないんですけれども、基本計画の公表という

ことなり、それから２年ごとに評価を行うということで、基本計画は必ず公表しますので、

条例についてはどちらかというと理念という形にしまして基本計画で今、議員がおっしゃっ

たようなことについては全て網羅しますので、いつでも公表しますので、それで町民の方が

理解できるのかなと思っております。 

○議長（我妻弘国君） 再々質問どうぞ。 

○９番（水戸義裕君） やはり、そういうふうに積極的に、逆にきのう私、今回一般質問しま

したけれども、そういう意味では情報の公開とか情報の提供とか、こういうことをやります

よというＰＲということで、やっていただければ町民も好むと好まざるとにかかわらず情報

としてやってくるとなってくるかもしれないけれども、それはやるべきじゃないかと。 

  そして６次産業化のほうに、６条８項に６次産業化及び他産業との連携にとあるんだけれ

ども、やはりこれをやるためにもブランド化ということと絡んでくるし、これが６次産業化

を進めるということは、ほかのいわゆる農業じゃなくて他産業ですよね。これとの絡みが出

てこないと６次産業も本物にならないと私も考えているんですけれども。そういったことも

やるべきだろうし、ブランド化をやったら、例えば去年小布施を視察してきましたけれど

も、そういうことでブランド化を町で決めると、それに伴って認証制度というのもつくって

必ず商品には信州小布施という文字を入れてくださいと、ラベルに、そういった形でどんど

ん６次産業の品物を全国的にどんどんブランドを広めるということをやっているわけです。

そういった認証制度というのもやはり規則でできることですけれども、そういった細かいか

もしれないけれども、現実そういったことをやっていかないと、現実農業の振興と一口で言

ってもちょっと難しいのかなと。 

  実際、人・農地プランについて言うと、やはり楽しく農業をするということと、地域がや

っていくということと、いわゆる中心形態を持ってビジネス化してみたいな形でやっていく

というのとはまた別だろうと、楽しくやるということも必要だと考えています。農業も。そ

ういったことでやはりこの辺はもうちょっと考えてほしいなと。 

  今回こうやって提案されましたけれども、以前には全員協議会でも説明がありましたけれ

ども、この辺をもうちょっと考えて、スケジュール的にはまだ間に合うのであれば今回どう

なのかなと私も考えていました。今回のこの議会でこの条例を可決するかしないかというこ
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とも含めて、やはりもうちょっと、もうちょっとというと策定委員会の人たちにも申しわけ

ないんですけれども、そこら辺まで出してきたものがあれば文言として表向きにしたほうが

いいんじゃないかと思いますので、その辺の見解をもう一度伺います。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。 

○農政課長（加藤嘉昭君） 先ほども申し上げましたように、プロジェクトチーム、それから

策定委員会も基本計画を主に今後の柴田町の食と農の振興をどうしていくかということをい

ろいろ議論をしまして、最初から条例については農業者あるいは企業の方々、それから町民

の方々に柴田町の農業、それから食について未来永劫振興していこうというのに条例につい

ては絞りましたので、こういう条例になっております。 

  何回も言いますけれども、基本計画のほうで毎年見直しをしながら具体の施策については

網羅していきますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長（我妻弘国君） ほかに。12番舟山彰君。 

○12番（舟山 彰君） これの６条は主要な方策と、７条、８条は基本計画となっているんで

すけれども、今政権交代になってＴＰＰ問題をどうするかという中で農業対策をどうしよう

かという話が出ていて、その中では例えば遊休地とか耕作放棄地を活用しようとか、農業の

競争力を高めるということで米とか野菜とか果物の輸出をふやしましょうという話が出てい

るんですよね。そういう中で町の条例の、例えば６条（５）には優良農地の確保ってあるん

ですよね。これは、私からすると遊休地とか耕作放棄地の活用と直したほうがいいんじゃな

いかと思うんですけれども、ただもう既に農業委員会なんかはこういう町内の状況を調べ

て、そういう耕作放棄地をどうかしようということをしていると聞いたことはありますが、

ですから私は今後、基本計画を詰めていくという中で、どっちかというと優良農地の確保よ

りは耕作放棄地とかそういう活用という、条例ではいいですから、基本計画の中にはそうい

った文面にしたほうがいいんじゃないかと思うんです、１つは。 

  それと（７）にある収益性の向上というのも、やはり柴田町の農業も場合によっては米と

か花とか野菜、果物はどうかわかりませんが、輸出するというぐらいの考え方を町も持つ

し、生産するというか農業団体もそういう意味ではこの条例ではいいですから、基本計画の

中にそういう文面というのを入れるぐらいの考えがあってもいいんではないかと思うんです

けれども、いかがでしょうかというのが１問目です。 

  それから２点目は、結局、基本計画は４月に農政審議会へ諮問と答申とありますが、この

条例をつくるときとか基本計画で農業委員会の会長だけでもいいですけれども、何かご意見
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を聞いたとかこれから聞くとか、その辺どうなのかお聞きしたいと思います。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。農政課長。 

○農政課長（加藤嘉昭君） １点目の第６条５号関係なんですけれども、これも先ほどお手元

にありますけれども、農業の生産基盤整備と優良農地の確保という中に今、舟山議員がおっ

しゃった遊休農地の解消ということでは網羅しております。 

  それから、輸出する農産物をということなんですけれども、当然今、米転作していまして

30％以上転作、減反しているわけですけれども、それにつきましては町レベルというよりは

国策ということで、特に柴田町、一番米については十分３万8,000人の食料を米だけは100％

自給できるようになっておりますので、それはＪＡなり国と連携しながら、減反しなくても

米がつくれるように、あるいは輸出できるように要望していきたいなと思います。 

  それから、基本計画策定については農政審議会ということで、諮問して答申いただく予定

にしておりますけれども、農政審議会には農業委員の方が３名入っていらっしゃいます。そ

れからこの条例の内容なり基本計画の体系図につきましては、農業委員会の総会でも今こう

いうことで進めてありますということでお示しをしているところでございます。 

○議長（我妻弘国君） 再質問どうぞ。 

○12番（舟山 彰君） この６条の方策の（１）についてお聞きしたいのは、産地情報の提供

ということがあるんですけれども、私が所属する会派で旭川の農業センター、市の農業セン

ターですかね、北海道ですから畑作が盛んで、土壌調査というのを生産者のほうからもよく

依頼されて、もちろん市の農業センターもやっているという、すごい、私はすごいなと思っ

たんですけれども、柴田町というのは今ですと原発関係で農地のそういう原発の汚染状況が

どうとかいうことはあるんでしょうが、ふだんの農薬による汚染というんでしょうか、そこ

どうなっているのかというの、（１）に関連してお聞きしたいんですけれども。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。農政課長。 

○農政課長（加藤嘉昭君） 水稲につきましてはＪＡ、環境保全米ということで水田の場合で

すと農薬、どういうやつを使ったかということで先ほど水戸議員からもありましたけれど

も、トレーサビリティーということでどういう農薬あるいはどういう除草剤を使ったという

のを記録して、農家がしなくちゃいけないとなっております。それから、今、産地直売所へ

野菜出荷している方々にも農政課のほうで指導しまして野菜にどういう、いつ作付しまして

いつごろどういう農薬を消毒してということを同じように記録していただいて、万が一の場

合すぐにでも出せるように各野菜栽培農家に指導しているところであります。 
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○議長（我妻弘国君） よろしいですか。ほかに。15番加藤克明君。 

○15番（加藤克明君） 食と農のまちづくりということで制定されるわけでございますけれど

も、現実圃場整備というかよく跡取りがいないという、後継者が尐ないと、中身的に私感じ

ることは、まず整備されていないということは農道が狭いということと水利ですね。どうし

ても農地とかになりますと、借りる方が多いんですけれども、雑排水の汚水がまだまだ多い

という状況にはなっていることは存じていると思うんですけれども、やはり水とのそれが農

業の魅力をつけるんでないかなと思うんです。 

  例えば、現実的に田んぼに水を引こうとすると水は来ない。そしてまた若い方は日中いな

いですから年配の方々が水管理をするんですけれども、腰曲げてからあそこの板入れて水を

引っ張っていく、そしてまた何か持っていこうかとすると、農道は狭いしいろいろとそうい

う現実的な大変な思いをしているという状況は多く見られているのは存じているとは思うん

ですけれども、魅力というのは環境環境と言うんですけれども、その環境、圃場整備という

ことを十分にやはりマッチしていかないと、幾ら後継者を育てようとしても現実的には育た

ないのが、あの環境ではなと魅力は持てないような気はするんですね。 

  だから、条例制定されまして、それでも根本となることが水だと思うんです。圃場整備環

境イコール水、そういうことをもっとこれからこの条例の中で計画の中に、どこの課長も存

じていると思うんですけれども、座談会に行きますとそうですよね。出てくるのは水利です

よね。これが原点だと思いますけれども、感じていることあれば答弁をしていただきたいと

思います。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。農政課長。 

○農政課長（加藤嘉昭君） 第６条第５号にも農業生産基盤の整備及び優良農地の確保という

ことで先ほど舟山議員にもお答えしたわけですけれども、今加藤議員がおっしゃるように、

柴田町で集落座談会あるいは農地・水支払交付金等で集落に出向きますと、10数年前と比べ

まして多くの農家の方がやはり50アールそれから１ヘクタールの圃場整備をしないともう農

業振興はないだろうという声が多くなっています。新年度予算で初めて基本調査をやりまし

て、来年度から各集落に入りまして10年から20年くらいかけて柴田町の水田につきまして大

型圃場整備を進めまして、議員がおっしゃる水の問題あるいは農道の問題も含めまして取り

組んでいくことにしておりますので、条例には具体には出てきておりませんけれども、基本

計画の中では第一優先順位ということで明示するようになっておりますので、ご理解いただ

きたいと思います。 
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○議長（我妻弘国君） よろしいですか。ほかにありませんか。 

     〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（我妻弘国君） これをもって質疑を終結いたします。 

  これより討論に入ります。討論ありませんか。 

     〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（我妻弘国君） 討論なしと認めます。 

  これより議案第11号、しばた食と農のまちづくり条例の採決を行います。 

  お諮りいたします。本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

     〔賛成者起立〕 

○議長（我妻弘国君） 起立総員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

                                            

     日程第５ 議案第１２号 地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉

施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律の施行に

伴う関係条例の整備等に関する条例 

○議長（我妻弘国君） 日程第５、議案第12号地域社会における共生の実現に向けて新たな障

害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備等

に関する条例を議題といたします。 

  町長の提案理由の説明を求めます。町長。 

     〔町長 登壇〕 

○町長（滝口 茂君） ただいま議題となりました、議案第12号地域社会における共生の実現

に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う

関係条例の整備等に関する条例についての提案理由を申し上げます。 

  地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の

整備に関する法律が、平成24年６月27日に公布され、障害者自立支援法を含む障がい者に関

する法律の一部改正が行われました。 

  障害者自立支援法につきましては、障害者自立支援法を障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律とする題名改正や条文の改正が行われたことから、関係する議

会の議員その他非常勤職員の公務災害補償等に関する条例及び柴田町地域活動支援センター

条例について、所要の改正を行うものです。 

  詳細につきましては、担当課長が説明いたしますので、原案のとおり可決くださいますよ



 ２３９ 

うお願いいたします。 

○議長（我妻弘国君） 補足説明を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（駒板公一君） 議案第12号地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健

福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備等に関す

る条例の詳細説明を申し上げます。 

  平成24年６月27日に公布されました、地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保

健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律が、平成25年４月１日及び平成26年

４月１日と段階的に施行されます。 

  法律制定の背景といたしましては、これまで国において障害福祉施策の見直しが行われて

きました。見直しについては約２年間にわたって議論され、平成24年には障害者自立支援法

を障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律とする内容を含む地域社会

における共生の実現に向けて、新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関

する法律案が国会に提出され、平成24年６月に成立したところであります。 

  法律の施行期日は、障がい者及び障がい児の支援に関する施策を段階的に講じるため、内

容に応じて平成25年４月１日と平成26年４月１日になっております。 

  これらの法律施行等によりまして、障害者自立支援法の一部が改正され、障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律、通称障害者総合支援法に改題されることに

よりまして、関係する議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例及び柴

田町地域活動支援センター条例について所要の改正を行うものであります。 

  議案書17ページになります。地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施

策を講ずるための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備等に関する条例

でございます。 

  第１条、議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和42年柴田町

条例第19号）の一部を次のように改正するものです。改正条項は介護補償を規定している第

10条の２第１項第２号であります。公務災害により障害者支援施設に入所し、生活介護の障

害福祉サービスの対象となったときには、議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等

に関する条例の規定による介護補償の対象にならないとの規定でありますが、この障害者支

援施設を規定してある障害者自立支援法が通称障害者総合支援法の名称変更に伴い改正を行

うものであります。 

  また、生活介護を規定する法の項ずれでございます。 
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  次のページになります。次に、第２条、同じく議会議員その他非常勤の職員の公務災害補

償等に関する条例の一部を次のように改正するものであります。改正条項は同じく介護補償

を規定している第10条の２第１項第２号であります。この障害者支援施設を規定する障害者

総合支援法第５条第12項が第５条第11項への項ずれとなるものです。 

  この改正条項は１年おくれの平成26年４月１日からの施行となります。 

  次に、第３条、柴田町地域活動支援センター条例（平成20年柴田町条例第26号）の一部を

次のように改正するものです。改正条項は設置を規定している第２条であります。地域活動

支援センターを規定している根拠法の障害者自立支援法が、通称障害者総合支援法に名称変

更に伴い改正を行うものであります。 

  次に、事業を規定している第３条であります。第１項第１号中地域活動支援センターの事

業を規定している障害者総合支援法第77条第１項第４号を第９号に項ずれを行うものであり

ます。 

  次に、第４条、柴田町地域活動支援センター条例の一部を次のように改正するものです。

改正条項は同じく設置を規定している第２条であります。第１項中地域活動支援センターを

規定している障害者総合支援法第５条第26項を第25項に項ずれを行うものであります。この

改正条項は、１年おくれの平成26年４月１日からの施行となります。 

  次のページです。附則としまして、この条例は平成25年４月１日から施行する。ただし、

第２条及び第４条の規定は平成26年４月１日から施行する。 

  以上で詳細説明といたします。よろしくご審議をお願いいたします。 

○議長（我妻弘国君） これより質疑に入ります。質疑ありませんか。 

     〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（我妻弘国君） 質疑なしと認めます。 

  これより討論に入ります。討論ありませんか。 

     〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（我妻弘国君） 討論なしと認めます。 

  これより、議案第12号地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講

ずるための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備等に関する条例の採決

を行います。 

  お諮りいたします。本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

     〔賛成者起立〕 
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○議長（我妻弘国君） 起立総員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

  ただいまから休憩いたします。 

  再開は10時55分といたします。 

     午前１０時４１分  休 憩 

                                            

     午前１０時５５分  再 開 

○議長（我妻弘国君） 再開いたします。 

                                            

     日程第６ 議案第１３号 特別職の非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一

部を改正する条例 

○議長（我妻弘国君） 日程第６、議案第13号特別職の非常勤職員の報酬及び費用弁償に関す

る条例の一部を改正する条例を議題といたします。 

  町長の提案理由の説明を求めます。町長。 

     〔町長 登壇〕 

○町長（滝口 茂君） ただいま議題となりました、議案第13号特別職の非常勤職員の報酬及

び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例についての提案理由を申し上げます。 

  町では、鳥獣による農林水産業に係る被害の防止を図るため、柴田町有害鳥獣捕獲隊によ

り、鳥獣の捕獲等を実施しております。 

  鳥獣による農林水産業に係る被害の防止のための特別措置に関する法律において、市町村

に鳥獣被害対策実施隊を設置し、鳥獣被害対策実施隊員を置くこととされています。また、

鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための施策を実施するための基本的な指針が一

部改正され、市町村長が任命する実施隊員に対し、非常勤の特別職として報酬を支給し、活

動において発生した被害に対する補償を行うことになったことから、柴田町鳥獣被害対策設

置規則を定め、日額報酬及び費用弁償について規定するため、条例の一部を改正を行うもの

です。 

  詳細につきましては、担当課長が説明いたしますので、原案のとおり可決くださいますよ

うお願いいたします。 

○議長（我妻弘国君） 補足説明を求めます。農政課長。 

○農政課長（加藤嘉昭君） 詳細説明いたします。別紙議案第13号関係資料、柴田町鳥獣被害

対策実施隊設置規則をごらんください。 
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  鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための施策を総合的、効果的に推進するとし

て、平成19年に鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律が

施行されました。平成24年３月には、鳥獣による農林水産業等に係る被害が深刻化し、鳥獣

駆除の担い手である狩猟者の減尐、高齢化している現状から一部が改正されました。法律第

９条により、市町村に鳥獣被害対策実施隊を設置し、市町村長が実施隊員を任命することと

されています。また、鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための施策を実施するた

めの基本的な指針の一部が改正され、市町村長が任命する実施隊員については非常勤の特別

職として報酬を支給し、活動において発生した被害に対する補償を行うようになったことか

ら柴田町鳥獣被害対策実施隊設置規則を定めるものであります。 

  第１条では設置目的、第２条では実施隊員が行う事項を定めております。第３条では実施

隊員は町長が任命し、任期は１年とすることを定めています。第４条、第５条では実施隊員

の出動と出動区域を定めております。第６条では報酬の支給について定めております。この

規則は平成25年４月１日から施行します。 

  議案書22ページをお開きください。別記１別表第１になります。改正後でございます。た

だいまご説明いたしました柴田町鳥獣被害対策実施隊設置規則第６条の規定によりまして、

鳥獣被害対策実施隊員の日額報酬を4,000円、出席費用弁償を１日500円と定めるものです。

この条例は平成25年４月１日から施行します。 

  以上であります。よろしくお願いします。 

○議長（我妻弘国君） これより質疑に入ります。質疑ありませんか。９番水戸義裕君。 

○９番（水戸義裕君） この規則の中で町長の命令により出動するという４条、要は詳しくち

ょっと聞きたいということで、町長の命令により出動するということは現実どうなのかな

と、例えば予告して出てくるわけじゃないので、ひょっと出てきたときに出動の命令といっ

てもその辺の運用はどのようにするのかなということを聞きたい。出動命令や町長の命令が

ないと出動できないということではないと思うんですけれども、実質いつ出るかわからない

相手だから、そういう意味ではこの規則詳しく聞かせてください。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。農政課長。 

○農政課長（加藤嘉昭君） ここで定めております町長の命令ということなんですけれども、

今現在でも狩猟期間以外、自分で免許を持っている方が狩猟期間中であればイノシシとか自

由にとれるわけなんですけれども、狩猟期間以外であればそれから狩猟期間であっても熊な

りが出た場合には、幾ら免許を持っていても町の許可あるいは県の許可がないと狩猟できま
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せん。そういう意味で、例えばこれまでの例でいいますと春とか秋の有害鳥獣の予察捕獲、

そういう場合とかあるいは熊が出没したという情報があれば、町長の命令で熊が出たので対

応してくださいということで町長が命令するという規則に定めております。 

○議長（我妻弘国君） よろしいですか。ほかにありませんか。14番星吉郎君。 

○14番（星 吉郎君） この中には種類が入っていないものですから、例えば熊とかそういう

種類ですか。鳥獣の種類はどうなっているのか。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。農政課長。 

○農政課長（加藤嘉昭君） 有害鳥獣ですから、柴田町であれば今想定されるのはイノシシ、

熊が主になります。七ケ宿、丸森、角田のほうではこれに猿が入ります。ただ、鹿とかは有

害鳥獣ではなく天然記念物になっておりますので、被害はあるんですけれども、それは有害

鳥獣にはならないということでございます。主に、柴田町であればイノシシと熊になりま

す。小さいのであればハクビシンとかも入りますけれども、主にイノシシと熊と捉えていた

だければと思います。 

○議長（我妻弘国君） よろしいですか。ほかにありませんか。７番広沢真君。 

○７番（広沢 真君） 隊員の資格というのは、狩猟免許取得者が主に対象になるんでしょう

か。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。 

○農政課長（加藤嘉昭君） 狩猟免許を持っていましても、資格を持っていましても、宮城県

が講習会を年に何回かやるんですけれども、その講習を受けて県のほうから、何ていうんで

すか、講習を受けたというあれがないと実施隊員にはならないということでございます。 

○議長（我妻弘国君） よろしいですか。ほかにありませんか。12番舟山彰君。 

○12番（舟山 彰君） この議案書の資料を見ていて、出席費用弁償１日につき500円というと

ころが目についたんですけれども、こういうあれですか、例えば交通指導隊とかのように年

１回か何回か会合のときに鳥獣の対策指導隊員が来てもらうとき、その会議のときの500円と

いうか、ちょっと思いましたのは我々も議員は出席費用弁償というのはないんですけれど

も、昔支給されたときはもっと、1,000円より上といったらなんですが、これは農政課長より

総務課長とかに聞いたほうがいいんですかね。申しわけないんですけれども、出席費用弁償

の基準といってはなんですけれども、今町内からこの役場に来てもらうとかそういう交通費

とか、お弁当代ということはないんですけれども、ちょっと500円というのがひっかかったの

で、申しわけないんですけれども、総務課長か誰か、それともこの隊員にどういう基準で500
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円という出席費用弁償なのかということですよね。 

○議長（我妻弘国君） よろしいですか。答弁を求めます。農政課長。 

○農政課長（加藤嘉昭君） 出席費用弁償の500円は、ほかの非常勤特別職も500円となってお

ります。今回の実施隊員につきましては当然ほとんどは軽トラックとかでどこかに集合し

て、あと予察とか歩くということで、役場なり槻木の農村改善センターに集まるという場合

の旅費という考え方で、ほかの非常勤と同じように500円ということで定めたものでございま

す。あと詳しくは総務課長お願いします。 

○議長（我妻弘国君） 補足説明の補足。総務課長。 

○総務課長（松崎守君） 費用弁償でございますが、これは500円ということで平成18年にこれ

までに1,500円という日当的な内容を明示してございましたが、それは行革財政再建絡みもご

ざいまして500円という設定をしたわけでございますが、当然費用弁償ということになれば日

当的なもの、それからいわゆる弁当的なそういう食事も考慮された内容が入るということに

なっているんですが、18年において1,500円から500円になったという経過がございます。 

○議長（我妻弘国君） よろしいですか。ほかにありませんか。２番佐々木裕子さん。 

○２番（佐々木裕子君） ２番佐々木裕子です。 

  日額4,000円とございますけれども、危険も伴うと思うんですが、それを考えると4,000円

というのは安いのかなと、１日当たりは何時間ぐらいのそういう仕事になるのか。その辺を

お聞かせください。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。農政課長。 

○農政課長（加藤嘉昭君） これまで有害鳥獣捕獲隊員ということで、これまでは大体１日と

いうことで、６時間ぐらいですかね。それで今までは2,000円だったんですよ。半日1,000円

ということで報償費のほうで謝礼ということで支出しておりました。今回１日4,000円という

のは決して高くはない金額と思いますけれども、隊員の方々ともいろいろ情報交換しまし

て、６時間ぐらいなので宮城県の最低賃金が675円ということで６時間くらいであれば4,000

円くらいであれば妥当だろうということで設定しております。 

○議長（我妻弘国君） ほかにありませんか。 

     〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（我妻弘国君） これをもって質疑を終結いたします。 

  これより討論に入ります。討論ありませんか。 

     〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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○議長（我妻弘国君） 討論なしと認めます。 

  これより、議案第13号特別職の非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正

する条例の採決を行います。 

  お諮りいたします。本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

     〔賛成者起立〕 

○議長（我妻弘国君） 起立総員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

                                            

     日程第７ 議案第１４号 柴田町子ども医療費の助成に関する条例の一部を改正する

条例 

○議長（我妻弘国君） 日程第７、議案第14号柴田町子ども医療費の助成に関する条例の一部

を改正する条例を議題といたします。 

  町長の提案理由の説明を求めます。町長。 

     〔町長 登壇〕 

○町長（滝口 茂君） ただいま議題となりました、議案第14号柴田町子ども医療費の助成に

関する条例の一部を改正する条例についての提案理由を申し上げます。 

  今回の改正は、子供の適正な医療機会の確保及び子育て家庭における経済的負担の軽減を

図るために既に助成を行っている入院に加え、通院に係る医療費の助成対象者についても15

歳に達する日の属する年度の末日までの間にある者に拡大することに伴い、所要の改正を行

うものです。 

  詳細につきましては、担当課長が説明いたしますので、原案のとおり可決くださいますよ

うお願いいたします。 

○議長（我妻弘国君） 補足説明を求めます。健康推進課長。 

○健康推進課長（大場勝郎君） それでは、議案第14号の詳細説明をさせていただきます。議

案書の25ページをお開きください。 

  柴田町子ども医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例。 

  柴田町子ども医療費の助成に関する条例の一部を次のように改正する。 

  今回の条例改正は、通院に係る助成対象者を入院と同じように中学３年生までに拡大して

いくものですが、改正条文は第４条となります。改正前の条文中に、また助成対象者のうち

７歳に達する日の属する年度の初日から15歳に達する日の属する年度の末日までの間にある

者については入院に係るものに限るというただし書きの部分がありますが、改正後ではこの
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部分を削除することで助成対象者は７歳から15歳までの入院限定が外され、入院通院ともに

15歳に達する日の属する年度の末日までの間にある者、言いかえれば中学３年生まで助成す

るものです。 

  さらにつけ加えますと、第２条にはこの子供とは出生から15歳に達する日の属する年度の

末日までの間にあるものという定義がありまして、このことを受けて第４条の冒頭にありま

す子供に係る医療費は15歳までを助成対象者とした医療費という解釈となります。 

  続いて附則です。第１項は施行期日ですが、この条例は周知や準備などもありまして平成

25年10月１日から施行します。第２項は次のページにかけてとなりますが、経過措置で改正

後の新条例の規定は条例施行日以後の10月１日からの診療に係る医療費の助成について適用

し、施行日10月１日前の診療に係る医療費の助成については従前の例によるものとします。

第３項は受給資格の登録等の特例です。新条例の規定により助成対象者となる者に係る条例

第５条第６条及び第７条第１項の事務受給資格登録申請、所得額の確認、受給者証の交付ま

での事務等ですが、条例施行日の10月１日前でも行うことができるとしております。 

  以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（我妻弘国君） これより質疑に入ります。質疑ありませんか。17番白内恵美子さん。 

○17番（白内恵美子君） 白内です。 

  対象者は何人ぐらいになるのか。それから手続はどのような形で行うのか。それから、コ

ンビニ的受診抑制のためにこの周知の段階で、子供の医療にかかるときのルールを守りまし

ょうという呼びかけが必要となってくると思うんですが、今どのようなことをお考えでしょ

うか。半年あるので随分いろいろなことができると思います。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。健康推進課長。 

○健康推進課長（大場勝郎君） 対象者のほうなんですけれども尐々お待ちください。新たに

中学生になる人数が1,022人でございます。そして、最終的には件数なんですけれども、今回

中学３年生まで通院を拡大した場合の件数なんですが、１万9,800件を見込んでおりまして、

金額については3,700万円を見込んでおります。 

  それから、手続なんですけれども、手続はこれまでと同じような手続になるわけですけれ

ども、今回の場合は10月１日から施行するんですけれども、その前の準備期間としてまず最

初に学校に協力をいただいて、小中学生の受給者証を登録して交付するために登録申請をし

ていただきますので、その通知をいたします。そういう案、そういうところで説明をさせて

いただいて９月までには、10月１日から始まりますから９月までには受給者証を交付してい
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きたいと考えております。 

  それから、心配なのは拡大したことで過剰受診になると、コンビニ受診とかそういうとこ

ろが心配されるんですけれども、これについては１つは家庭のほうに案内通知を出すときに

そこの文書の中に過剰受診にならないように適正な受診をお願いする内容の文書を入れたい

と思っています。また、夜間のコンビニ受診ということでは、一番の担い手としては中核病

院がそういうところにありますけれども、中核病院では選定療養費を平成25年４月１日から

夜間でも取るようにするということがありますので、一部そういう部分では抑制がきくのか

なと考えております。以上です。 

○議長（我妻弘国君） 再質問どうぞ。 

○17番（白内恵美子君） 夜間に受診する場合についてを、詳しくお知らせしておく必要があ

ると思うんです。今の選定療養費の問題もあるし、それから夜間だと割高になりますよね。

その分はどうなるのかというところ、無料だから大丈夫なんだといった場合、じゃあ時間外

の場合の高くなる分はどこが負担するのか、そういうことも何かわかりやすい図で示したよ

うな形で皆さんにきちっと周知しないと、ただ無料になると思って行く方がいらっしゃると

思うんですよね。ですから、選定療養費についてもきちんと説明する、時間外についてもき

ちんと説明するということが大事だと思います。 

  それから所得制限についてはどうなっていますか。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。 

○健康推進課長（大場勝郎君） 選定療養費については今言ったように案内するわけですけれ

ども、1,575円徴収されます。これは子ども医療費の助成では対象外となります。参考まで

に、例えば中核病院なんですけれども、救急車で来院したと、それから入院治療となったと

いう場合は、選定療養費は取らないということになっております。 

  それから、所得制限についてはこれまでどおり所得制限をかけていくということで考えて

います。理由については、この子ども医療の助成は若い親の方の経済的負担を軽減するとい

うことでありまして、もう一つは格差社会といいますか、それを前提としてやはり収入のあ

る方にはもちろん所得制限で外していくという考え方はこれからもずっと続けていきたいと

思っております。 

○議長（我妻弘国君） 再々質問どうぞ。 

○17番（白内恵美子君） そうしますと、所得制限で受けられない人、それからこの制度を利

用できる人と、両方出るわけですが、周知の仕方ってやはり大事ですよね。伝え方によって
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は所得制限で受けられない人も無料になるんだと思って期待してしまうということがあるの

で、その辺のこともきちんとがっかりさせないように周知していただきたいと思います。 

  それと、その割合はどのくらいをお考えですか。今出ていますか。実際に受けられる人、

受けられない人の割合です。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。 

○健康推進課長（大場勝郎君） 所得制限については、子ども医療助成の全体的な案内も一緒

に含めてお出ししたいと思います。そういうところで確認をいただけるようにしていただき

たいと思うんですけれども、所得制限についてはどれくらいあるかということでは、試算し

た人数では現在平成25年１月１日221人の方がおります。そして例えば１人当たりの単価を掛

けますと２万2,702円という算式上の金額なんですけれども、それに221人を掛けると501万

7,142円ということで約500万円が所得制限の金額になります。１人当たりは２万2,702円とい

う年間の助成、これまでの状況からしますとそういう部分が所得制限で受けられないという

状況です。 

○17番（白内恵美子君） 受けられる人と受けられない人の割合は、しっかりした数字でなく

ても構わないんですが、大体どのくらいの割合なのかなという質問だったんです。 

○健康推進課長（大場勝郎君） 平成25年１月１日現在で受給者が2,544人います。そのほか

に、受給者証が2,540人、そのほかに221人の所得制限にかかった人がいたということでござ

います。約１割ですかね。 

○議長（我妻弘国君） よろしいですか。ほかに。11番大坂三男君。 

○11番（大坂三男君） 今、コンビニ受診という言葉が出ました。私、この言葉を使われると

非常に憤慨するんですが、そのコンビニ受診という言葉がどこから来ているのか。過剰受診

ぐらいだったらまだいいんですけれども、何か誰かが多分本ででも書いた言葉が尐し一部医

療業界に広まっているとは思うんですが、病院側の言い分としては過剰受診を避けてほしい

という思いがあって言うことはいいと思うんですけれども、行政がコンビニ受診なんていっ

て病人の受診を控えさせるような物の言い方は絶対避けてほしいんですが、いかがでしょう

か。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。健康推進課長。 

○健康推進課長（大場勝郎君） 私も一般的に言われるコンビニ受診ということで安易に使っ

ておりましたけれども、この考え方には２つありまして、今、若い親の方たちは共働きで子

供たちを今すぐ夜間、戻ってきて風邪引いたとか調子が悪くなったときにすぐに、何ていう
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んですかね、日中に行かれなくて夜間に行くという現状がありますね。ですから、そういう

ものも１つには悪い状況ではなくて、それを肯定して医療体制も夜にでも行けるような医療

体制を確保していくのが大切だと思うんです。 

  ですから、単にコンビニ受診という言葉で、それは簡単に気軽に行けてだめだということ

だけではなくて、一方ではそういう夜間の共働きの方の受診なんかも確保できるような医療

体制になっていけばいいのかなと思っていました。たまたま町内の医師に聞いたことがあっ

たんですけれども、午後からやって夜までやってくれないかとか、そういう話もしたんです

けれども、現実的には診療報酬の関係で無理だということの話を聞いておりました。 

○議長（我妻弘国君） 再質問どうぞ。 

○11番（大坂三男君） 気軽にひょいと医者にかかっちゃうという、そういう部分を避けたい

ということもあるんでしょうけれども、やはり病気というのは本当に専門家に診てもらわな

いとわからない部分がありまして、ちょっとぐあいが悪いときに心配になったときに診てい

ただくような体制を整えるということが大事なのであって、こういう医療費無料化を通知す

るときにコンビニ受診は避けてほしいとかそういうことをわざわざ通知するということは私

は避けるべきではないかと思います。 

  一般的に別な機会で広報する分には構わないと思うんですけれども、やはりぐあいが悪く

なったら医者にかかる、そして重篤にならないように早目に手を打つというのも１つの医療

費の削減にもつながると思うので、その辺ちょっと難しいとは思うんですけれども、わざわ

ざコンビニ受診なんていう言葉はましてや使うことはないようにとお願いしたいなと思いま

す。 

  それで、前にこの関係の質問なんかをしたときに、たしかほかの自治体で子ども医療費の

無料化というか町で負担することを拡充した、拡大したときに本当に過剰受診というのが発

生しているのかどうかということをお聞きしたことがあったんですが、そのときはそんなに

はなっていないようなことを情報として得ているという答弁があったと思うんですが、その

辺もう１回、今のどういう状況で把握しているかお伺いしたいと思います。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。健康推進課長。 

○健康推進課長（大場勝郎君） 前回もお話ししたったんですけれども、私のほうで確認した

のは最近村田町が中学生までやって、その状況をお聞きしたところ、特に過剰受診につなが

ったとか混乱したという話はなかったということで確認しましたので、大丈夫なのかなと捉

えています。 
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○議長（我妻弘国君） 再々質問どうぞ。 

○11番（大坂三男君） ですから、やはり町民の方を信頼するということも必要なので、わざ

わざ医療費無料化に当たって、コンビニ受診になるような危険があるからそれはやめてくだ

さいというあれはしないでいただきたいと思うんですが、いかがでしょうか。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。 

○健康推進課長（大場勝郎君） 適正な受診という形で推奨してまいりたいと思います。 

○議長（我妻弘国君） ほかに。９番水戸義裕君。 

○９番（水戸義裕君） 今そういうコンビニ受診ということなんですが、子供が対象というこ

とでは教育委員会ということから、学校での周知ということと、親と同居されていればある

程度はこういう子供の症状というのが親に教えられるということも考えられるんですが、核

家族というと自分たちだけで、しかも子供が育っていくうちの病気というのはいつどういう

ふうになるかわからないし、親としても初めてのことになるとなおさらわからない。だった

らすぐ救急車という判断にならないように、やはり学校としてもＰＴＡを通じてそういうこ

とのないようにというか、こういうことですのでよく知ってくださいみたいなことをやはり

やっていくべきだろうと思うので、その辺の考えをお聞きします。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。教育総務課長。 

○教育総務課長（笠松洋二君） 学校で医療費関係についての対策ということで保護者の皆さ

んにお話しするということは、町の健康推進課、今大場課長が答弁されたように町の方針に

沿ってその情報を提供するということでは協力させていただきたいと考えています。 

○議長（我妻弘国君） よろしいですか。ほかにありませんか。 

     〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（我妻弘国君）これをもって質疑を終結いたします。 

  これより討論に入ります。討論ありませんか。 

     〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（我妻弘国君） 討論なしと認めます。 

  これより、議案第14号柴田町子ども医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例の採

決を行います。 

  お諮りいたします。本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

     〔賛成者起立〕 

○議長（我妻弘国君） 起立総員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 
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     日程第８ 議案第１５号 柴田町防災会議条例の一部を改正する条例 

     日程第９ 議案第１６号 柴田町災害対策本部条例の一部を改正する条例 

○議長（我妻弘国君） 日程第８、議案第15号柴田町防災会議条例の一部を改正する条例、日

程第９、議案第16号柴田町災害対策本部条例の一部を改正する条例の２件を一括議題といた

します。 

  町長の提案理由の説明を求めます。町長。 

     〔町長 登壇〕 

○町長（滝口 茂君） ただいま一括議題となりました、議案第15号柴田町防災会議条例の一

部を改正する条例、及び議案第16号柴田町災害対策本部条例の一部を改正する条例について

の提案理由を申し上げます。 

  今回提案いたしました条例は、災害対策基本法の一部を改正する法律が昨年６月27日に公

布されたことに伴い、災害対策基本法を引用している柴田町防災会議条例及び柴田町災害対

策本部条例において所要の改正を行うためのものであります。 

  詳細につきましては、危機管理監が説明いたしますので、原案のとおり可決くださいます

ようお願いいたします。 

○議長（我妻弘国君） 補足説明を求めます。危機管理監。 

○危機管理監（相原健一君） それでは補足説明をいたします。 

  ただいま提案いたしました議案第15号及び議案第16号一括提案となるものです。提案理由

にもありましたが、昨年６月27日に災害対策基本法の一部を改正する法律が公布、同日施行

されました。これに伴い、柴田町防災会議条例及び柴田町災害対策本部条例の一部に改正が

必要となったものであります。 

  法律の一部改正は、東日本大震災の教訓、課題を受けて防災対策全般について見直しを行

ったものであります。法律の主な改正概要についてですが、大規模な火災に対する即応力の

強化、そして大規模な災害時における被災者対応の改善、これが主な改正であります。 

  今回の条例の一部改正に関する法律の改正についてですが、地方公共団体の防災会議と災

害対策本部の役割の見直しです。その内容についてですが、災害対策基本法においてこれま

で防災会議の所掌事務として、災害が発生した場合においてその災害に関する情報収集とさ

れておりましたが、災害応急対策は防災会議で情報の収集などを行うことよりも自治体の災

害対策本部において行うことが効果的であることから、見直しが図られて明確化されまし
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た。 

  また、防災会議については防災に関する諮問機関としての機能を強化するため、市町村長

の諮問に応じて防災に関する重要事項を審議することが所掌事務に追加されるとともに、防

災会議委員の追加を行うものであります。 

  以上、このことを受けて２本の条例を改正するものですが、議案書27ページをお開きくだ

さい。 

  議案第15号柴田町防災会議条例の一部を改正する条例であります。見出しの部分、左側が

改正後、右手のほうが改正前という形になっております。 

  第２条所掌事務として、第１項については文言の整理を行うものです。同条の第２号、こ

れまで町の地域に災害が発生した場合において当該災害に関する情報収集について規定され

ておりましたが、これについては先ほど補足説明で述べたとおり災害対策本部の業務のほう

に移管されますので、これが削除になって、かわって左手のほうの２号としまして、町長の

諮問に応じて町の地域に係る防災に関する重要事項を審議するという項目に変わっておりま

す。 

  次に、第３号、これは改正後のほうで新たに追加になるものですが、第２号に規定する、

いわゆる前号に規定する重要事項に関し、町長に意見を述べるという項目が追加されており

ます。 

  第４号、これまで第３号でありましたけれども、文言の整理、項目が３号が追加に伴う文

言の整理であります。 

  続いて、第３条のほうになります。こちらのほうは防災会議の会長及び委員について規定

されております。この中で、第５項、これについては１項、５項については文言の整理を行

い、第８号を追加するような形になっております。第８号として、自主防災組織を構成する

者、または学識経験のある者のうちから町長が任命するということで新たに追加になったも

ので、特に今回東日本大震災に伴って、長期にわたる避難生活などで女性の参画が多く求め

られるということで、女性委員の推進を図るという意味合いも含まれて追加になったもので

あります。 

  次に、第６号です。それぞれ委員について第５項１号から７号に規定する分について、第

１号、第２号、第３号、第４号及び第３号については委員の定数を定めておりました。これ

を改正されまして全体で25名以内という形で規定されるものです。ですから、改正前はこれ

までは委員は20名だったんですが、改正に伴い最大限25名まで可能となります。 
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  28ページに移りまして第７項になります。先ほど第５項に第８号が追加に伴い文言の整理

を行っております。 

  附則として、この条例は公布の日から施行することになります。 

  引き続きまして、議案第16号柴田町災害対策本部条例の一部を改正する条例であります。 

  これについては改正後、改正前の欄を見ていただくとおり法律の改正に伴い法律の条項ず

れが生じておりましたので、そこで引用している条文第１条目的の部分です。23条第７項を

第23条の２の第８項に改めるものです。 

  附則として、この条例は公布の日から施行することになります。 

  よろしくご審議をお願いいたします。 

○議長（我妻弘国君） これより質疑に入ります。質疑は一括といたします。なお、質疑に当

たっては議案名を示して行ってください。質疑はありませんか。１番平間奈緒美さん。 

○１番（平間奈緒美君） 防災会議の委員のほうなんですけれども、前回は20名ということで

今回新たに25人以内ということで制定するわけですけれども、最大５人ふえるということな

んですけれども、今回女性の目線を重視するということが非常に、女性の目線で避難所生活

ということが非常に、何ていうんでしょう、推進されたというか、本当に今までは男性目線

が多くて、避難所というのは男性目線で避難所運営されていたということもありまして女性

を推進するということなんですけれども、うち女性の人数どのぐらいを考えているのか伺い

ます。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。危機管理監。 

○危機管理監（相原健一君） 女性の委員のほうなんですが、今のところ例えば婦人防火クラ

ブあるいは婦人会そして男女共同参画推進審議会、そちらの委員の代表とかで３名から４名

でそういったものを予定しております。 

○議長（我妻弘国君） よろしいですか。ほかにありませんか。12番舟山彰君。 

○12番（舟山 彰君） 防災会議についてまずお聞きしたいのが委員の数、今25人以内にする

ということなんですが、自主防災組織を構成する者とまたは学識経験のある者というのは前

のように何人というように、この部分は限定ということがないのかどうか。今までですと委

員の定数というのが３人とか６人とか細かく決めていたということですよね。今度は25人以

内という定数の規定はありますけれども、新しく加わる、例えば自主防災組織を構成する者

とかまたは学識経験のある者、専門家と考えていいんですが、その方たちについては例えば

人数が何人と限定されるのかという点をお聞きします。 
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  それから、今まで防災会議の性格というか、所管事務の災害があった場合に当該災害に関

する情報を収集するということですけれども、間もなく２年になりますけれども、東日本大

震災以降この防災会議というのは開かれたんでしょうか。あのくらいの大きな、沿岸部が主

に大きな被害ですけれども、町内だって下水道がやられたとか自宅も被害があったりという

ことで、今までの所管事務でいう災害に関する情報を収集することという意味では、私らも

役場の担当者のプロジェクトチームがどうとか、対策本部の話はいろいろ聞きましたけれど

も、考えてみると町の防災会議というのは、ここに書いてある今までの役割という情報収集

という意味で会議が開かれたんでしょうか。それで防災会議条例が昭和37年とありますけれ

ども、これまでこの防災会議というのは、申しわけないですけれども、どのくらい開かれた

んでしょうか。私らも毎年決算報告９月議会で審議しますけれども、こういう防災会議がど

う開かれたという内容、私はちょっと余り記憶がない。 

  今回なぜこんなことを言いたいかというと、県の建設関係の入札に関する会議か何かが10

年か20年開かれていなくて、今度、条例を廃止すると見解が出ているとあったんですね。本

当は予算委員会でできたら監査委員に聞きたかったんですけれども、あえてお聞きしたいの

は防災会議、ですから昭和37年に条例つくられたとして今まで何回くらい会議開かれたんで

しょうか。今までも台風で例えば被害があったとかありますよね。豪雤とかなんとか。その

ときに、町の防災会議というのは今まででいう役割の災害に関する情報を収集するという意

味で開かれていたのかお聞きします。 

  今度は議案16号でいいんですよね、対策本部のほう。質問というより、２年前の大震災の

後に、我々議会とか議員にあのとき議員は何をしていたとか、いろんな町民からの意見があ

りまして、結局、議会運営委員会が奈良県生駒市に視察に行きまして、ああいう災害時に議

会として議員としてどういうふうに行動したらという行動基準というかマニュアルについて

勉強してきまして、それなりの土台案をつくりました。実は、それを全員協議会とかで確定

はしておりませんが、我々この３月までの今度の任期までに万が一またああいう大きな被害

があったときは、一応、仮に決めている今の段階のもので皆さん行動しましょうとなったん

です。 

  私がここで申し上げたいのは、本当は生駒市の場合には議長が市の対策本部のメンバーと

して規定されているんですよね。そして執行部とお互い情報交換するとか、あとは議員が、

議員のほうの本部というんですかね。私が申し上げたいのは執行部のほうで万が一今後対策

本部とか設置する場合に、一応我々議会、今の議員の中ではそういうマニュアルとか行動基
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準とか考えていますので、町の対策本部に対する議会とか議員の役割というものをお考えい

ただきたいという、要望に近いんですけれども、この辺今のこと、例えば危機管理監かどな

たか、それについてお考えをいただければと思います。以上です。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。危機管理監。 

○危機管理監（相原健一君） お答えいたします。 

  先ほど追加になった項目に対する自主防災組織及び有識者の人数、これは人数は限定され

ておりません。だからこれまで県の職員とか町の職員ということで人数が規定されておりま

したが、そういうのが撤廃されたことに伴ってそちらの人数を減らしてこちらでふやすとい

うことも可能ですので、中で動けるような、柔軟に動けるような状況になります。 

  それから防災会議の開催状況なんですが、直近では平成21年１月に開催されております。

これは特に地域防災計画を全般的に見直すということで、この年度については３回ほど開催

されております。それ以前なんですが、データ的にはあれなんですけれども、そういった地

域計画とか防災に対策する重要事項があった場合に開催するということでなっておりました

ので、そういった改正がない場合あるいは災害が尐なかった場合は開催されていない時期も

ありました。それから、災害対策本部の委員といいますか、メンバーに議会の議長あるいは

議会の代表の方をということなんですけれども、これについては災害対策本部のメンバーに

ついては随時柔軟に対応できますので、そういった必要があれば議会側の代表の方も入って

いただくということで、お願いすることになるかと思います。以上です。 

○議長（我妻弘国君） 再質問、はいどうぞ。 

○12番（舟山 彰君） 学識経験者というのは何名とは限定しないんでしょうか。それと、自

主防災組織を構成する者というのは町民の方ということでしょうけれども、（１）から

（７）の規定のところには略して書かれていないんですが、ダブるというか、例えば自主防

災組織というと地区にもよるんでしょうけれども、大体は自治会長か町内会長で区長ではな

いと思うんですけれども、そういったダブるみたいなことがないのかということですね。 

  委員のことはそれで、２番目、防災会議が２年前の大震災の後は開かれていなくて、結局

あれから私何回かその後の防災対策どうしますかということをずっと質問していて、結局は

町の災害対策本部があのときの反省とそれに基づいて、町民等からの要望でいろいろ用具を

そろえるとか連絡体制をどうするかということをしたんでしょうが、その防災会議というの

はそのときは開かれなかった、結局はあの後いろいろとられた防災・減災対策は、ですから

町の執行部が自分たちの行動も踏まえて考えたことであって、町民とかの要望もあったんで
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しょうけれども、防災会議という１つの条例に基づく会議に諮ってもいなかったということ

なんでしょうか。ちょっとその点。 

  それと、災害対策本部に対する議会のことはあくまでも私は今こういう我々の動きがあり

ました、今後できたらということでぜひという意味ではない。ほかの議員によっては、え

え、ですからそういう動きがあるということをご理解いただきたいのでそれはいいです。全

員の合意ということではまだありませんので、ということで防災会議のことだけお聞きしま

す。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。危機管理監。 

○危機管理監（相原健一君） ２点ほどあったかと思いますが、１点目、委員についてそれぞ

れポスト的に区長とか自主防災組織役員とか会長で重複するのはないのかということなんで

すけれども、皆さんのほうには略されているんですけれども、第３条５項に第１号から７号

という内容がございますが、指定地方行政機関の職員として規定されているのが第１号で、

これについては国交省関係の職員の方が入っておりました。それから第２号の宮城県知事部

内の職員から町長が任命するということで、こちらは宮城県の職員ということで主に大河原

合同庁舎の各所長等が入っております。それから第３号としまして、宮城県警の警察官のう

ちから町長が任命するということで警察関係の方が入っております。それから４号として、

町長が部内の職員のうちから指名する者としまして、これは町職員で特に防災に重要な部署

についての職員が入っております。それから５号としまして教育長が入っておりまして、６

号として消防長及び消防団長としまして、これは柴田消防署とか柴田町消防団が入ります。

それから７号として指定公共機関または地方公共機関の職員ということで、ＮＴＴ、電力、

郵便局関係、そういったものが入ってございました。これまで先ほど言ったように行政区長

とか自主防災組織の方が入ってございませんでしたので、今回から第８号の追加に伴いそれ

が可能となるものです。 

  それから防災会議については、これまで東日本大震災を受けて復旧・復興の部分のほう

を、あるいはまた再度大きな災害が発生した場合に備えて機材とかあるいはソフト面の充実

を図ってきましたけれども、これから地方、地域防災計画、特に宮城県でことし３月に宮城

県の地域防災計画が決定する予定です。それらと整合性もございますので、それらを受けて

この防災会議を新年度開催していきたいと思います。以上です。 

○議長（我妻弘国君） 再々質問どうぞ。 

○12番（舟山 彰君） 防災会議の開催状況、過去のことをちょっとお聞きしたんですが、た



 ２５７ 

しか平成25年度予算に防災会議の委員の報酬って、これは予算委員会で聞こうかなと思った

んですけれども、申しわけないんですけれども、今までこの防災会議の委員の報酬というの

が、私も10年以上議員になっていて今まで予算案に計上されていたのかと疑問に思いまし

て、それで先ほど県の10年だか20年も開かれていない会議ということが頭にあったんです

が、今までの危機管理監の説明でこれまでも改正前の委員の規定で、例えば国とか県とかい

ろいろ説明がありましたよね。 

  つまり、防災会議は常設の会議ではないと理解、これまでは常設の会議ではなかったと理

解していいんですか。災害が発生した場合に緊急に招集するというものなのか。ちょっと最

後、そこをお聞きしたいと思います。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。危機管理監。 

○危機管理監（相原健一君） この防災会議なんですが、災害が発生したたびに開催するよう

な目的のものではございません。災害、今回の大震災とかそういうことで地域防災計画の改

正やらあるいは防災の町としての基本方針、防災に関する施策あるいは災害緊急事態の対応

について、そういったものを、重要事項を審議するという形になっております。以上です。

（「済みません、あの……」の声あり） 

○議長（我妻弘国君） 済みません、ちょっと。質問のあれは終わったんですけれども。

（「つまり……」の声あり）中身が違うんですか。マイクを使って。 

○12番（舟山 彰君） 県からも委員が来ると規定されているわけでしょう。そう決めてある

んですかということですよね。常設かどうかと私さっきお聞きしましたよね。委員の定数と

かそこから何人、今の改正前は規定されているということは実際に県の、例えば大河原土木

所の人というふうにこれまで委員というのが決まっていたのか、常設という言い方は。 

○議長（我妻弘国君） それでは、それだけ危機管理監、答弁お願いします。 

○危機管理監（相原健一君） 例えばなんですが、宮城県の場合はこれは慣例的にですが、決

まっておりまして、宮城県地方振興事務所あるいは仙南保健福祉事務所、そして大河原土木

事務所ということで、これまで防災会議のメンバーとして役職をこれだということは先ほど

言ったように条例では定まっておりませんが、運用上こういった方々がメンバーとして入っ

ております。これは、柴田町だけではなくて近隣市町村も同じようなメンバーで町長が委嘱

するような形になっております。以上です。 

○議長（我妻弘国君） ほかに。何人いらっしゃいますか、質問の方。 

  ただいまから休憩いたします。 
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  再開は13時からといたします。 

     午前１１時５４分  休 憩 

                                            

     午後 １時００分  再 開 

○議長（我妻弘国君） 再開いたします。 

  休憩前に引き続き、議案第15号、第16号の質疑を続けます。質疑ありませんか。９番水戸

義裕君。 

○９番（水戸義裕君） 第３条第５項第８号に自主防災組織を構成する者ということであるん

ですが、議案第15号です。町の防災会議ということでは自主防災組織を構成する者というこ

とで、各自治区というか行政区に自主防災会があるので、ぜひここから自助の中心という自

主防災会議ですが、やはり地元のことは地元でということも一番、必要ということでは自主

防災組織から何人予定しているかわかりませんが、ぜひ人数をある程度確保していただきた

いなということです。それとそれに関連して自主防災組織での連絡協議会みたいなという話

出ていたその後どうなっているかということで、あわせてついでにお聞きします。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。危機管理監。 

○危機管理監（相原健一君） 水戸議員のご質問にお答えいたします。 

  大体、自主防災組織のほうは組織を構成する方の代表ということで、そちらのほうはぜひ

メンバーに入れるようにします。 

  それから、２つ目の連絡協議会ですね。これについては以前お話し申し上げたかと思いま

すけれども、何度か自主防災会長であります区長会でお話をしましたけれども、平成22年に

できた自主防災組織もあって、この前も新聞に載りましたけれども、土手内すばらしいもの

をつくったりということでレベルが大分違うので、レベルといったら失礼なんですけれど

も、できたばかりのところはこれからなので、それに入るまでまだもう尐し時間をください

という皆さんのご意見があったので、まだもう尐し模様を眺めているという状況です。以上

です。 

○議長（我妻弘国君） よろしいですか。再質問どうぞ。 

○９番（水戸義裕君） そういう実態ということでは、了解しましたというか、できたばかり

だから、だったらなおさら先輩組織にいろいろ意見を聞いてそれを磨いていくというのも１

つの手だろうと思いますので、その辺はよろしくお願いします。 

○議長（我妻弘国君） ほかに。17番白内恵美子さん。 
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○17番（白内恵美子君） 白内です。 

  もう一度防災会議の委員の人数のことなんですが、もう一度確認です。説明聞いてもよく

わからなかったんですが、充て職が何人で、それで自主防災組織を構成する者または学識経

験がある者は何人なんでしょうか。それと、先ほどの平間議員の質問に対しては、女性は

三、四名ということだったんですが、この三、四名というのはどこからとってきた数字とい

うか、全体から25人であればもう尐し、本来であれば女性の数をふやしたほうがいいんじゃ

ないかと思うんですが、充て職の人数で決まってくるのかなと思うので、もう一度そこを説

明願います。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。危機管理監。 

○危機管理監（相原健一君） 白内議員のご質問なんですが、今委員の構成ということで充て

職は何人なのかということですが、いわゆる防災会議条例の第３条のほうで先ほど説明した

とおり、第１号から第８号新たにできますと、そのことで充て職が決まっているのが３名で

す。教育長と消防長といわゆる消防署長ですね、あとは消防団長。それ以外の国県あるいは

町そして新たに追加になる自主防災組織、そして学識経験、あと公共交通関係の機関という

のは充て職ではなくて町長が任命するような形になっております。 

  第２点目のほうなんですが、女性の３名から４名というのはどういう充て職でというよう

なご質問だと思いますが、今のところ充て職ではないんですが、先ほど申しましたとおり女

性の参画をということが、やはり今回の東日本大震災で大分長期にわたる避難生活で苦労さ

れているというお話もございましたりして、いろんな面で女性の視点でというのは重要だと

いうことがありますので、女性ということで限定すれば婦人防火クラブあるいは婦人会ある

いは男女共同参画推進審議会、こちらのほうで同じく第３次の男女参画プランのほうで新た

に防災の観点で女性の視点をということで第３次計画から新たに入ったようですので、そう

いったものも審議会の代表の方の女性の方のメンバーの構成にお願いしたいなと思っていま

す。以上です。 

○議長（我妻弘国君） 再質問どうぞ。 

○17番（白内恵美子君） ３.11のときは民生委員がかなり頑張ってくださったんですよね。地

域で。ですから、民生委員を入れる。女性が民生委員は多いわけですから、その割合で女性

の民生委員を多くするという形はとれませんか。３人だけではなくてもう尐し違う形で人が

入る方がいいのかなと思うんですが、経験をもとに民生委員に入っていただいたらいかがで

しょうか。 
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○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。危機管理監。 

○危機管理監（相原健一君） 民生委員も今回のメンバーのほうに、そちらのほうは検討して

います。女性のほうがやはりいいのかなと思います。今、会長が女性ですので、そういった

ところも検討していきたいと思います。 

○議長（我妻弘国君） よろしいですか。ほかに質疑ありませんか。 

     〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（我妻弘国君） これをもって質疑を終結いたします。 

  これより討論に入ります。討論ありませんか。 

     〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（我妻弘国君） 討論なしと認めます。 

  これより、議案第15号柴田町防災会議条例の一部を改正する条例の採決を行います。 

  お諮りいたします。本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

     〔賛成者起立〕 

○議長（我妻弘国君） 起立総員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

  これより、議案第16号柴田町災害対策本部条例の一部を改正する条例の採決を行います。 

  お諮りいたします。本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

     〔賛成者起立〕 

○議長（我妻弘国君） 起立総員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

                                            

     日程第１０ 議案第１７号 柴田町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び

運営に関する基準等を定める条例 

     日程第１１ 議案第１８号 柴田町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準等を定める条例 

○議長（我妻弘国君） 日程第10、議案第17号柴田町指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準等を定める条例、日程第11、議案第18号柴田町指定地域密着型介

護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の２件を一括議題

といたします。 

  町長の提案理由の説明を求めます。町長。 

     〔町長 登壇〕 

○町長（滝口 茂君） ただいま一括議題となりました、議案第17号柴田町地域密着型サービ
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スの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例及び議案第18号柴田町指定地域

密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例について

の提案理由を申し上げます。 

  地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する

法律等の施行に伴い、介護保険法が改正され、これまで厚生労働省令で定めていた指定地域

密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準、指定地域密着型介護予防サービ

スの事業の人員、設備及び運営に関する基準等については、各地方自治体において条例で定

めることになったことから、今回２本の条例を制定するものです。 

  詳細につきましては、担当課長が説明いたしますので、原案のとおり可決くださいますよ

うお願いいたします。 

○議長（我妻弘国君） 補足説明を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（駒板公一君） それでは、詳細説明をいたします、 

  議案第17号柴田町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例及び議案第18号柴田町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び

運営に関する基準等を定める条例の２本の条例について、地域主権改革一括法の関連の条例

制定によるものでありますので一括して説明申し上げます。条例の内容が膨大な量でありま

す。簡潔に説明に努めたいと思いますので、あらかじめご了承願いたいと思います。 

  条文の説明の前に、条例制定の概要について別紙資料によりご説明申し上げます。お配り

の資料です。議案第17号、18号関係資料でございます。 

  地域密着型サービスとは、高齢者が要介護状態となってもできる限り住みなれた地域で生

活を継続できるようにする観点から創設されたもので、原則として柴田町内という日常生活

圏域内でのサービスの利用、提供が完結するものであり、市町村が事業者の指定と指導監督

を行うものであります。 

  条例制定に当たっての考え方であります。資料①となるんですが、１点目、介護サービス

の基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律、いわゆる改正介護保険法によるも

のであります。改正前の法で定められていた基準のとおりサービスの指定を受けることがで

きる者について法人と定め、もう一つが地域密着型介護老人福祉施設の入所定員を29人以下

と定めるものであります。 

  続いて２点目、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律

の整備に関する法律、いわゆる第１次の地域主権改革一括法によるものであります。この法
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律の施行によりましてこれまで国において定められていた指定地域密着型また介護予防サー

ビスの事業の設備及び運営に関する基準について、町がみずからの判断と責任による町条例

で定めることになりました。法律では町が条例で基準を定める場合、定める事項に応じて基

準の類型が３通り示されております。それに沿った形で条例を定めることになります。 

  国で定めてある基準に対し従うべき基準、標準とされる基準、参酌すべき基準に従って条

例を定めるものですが、参酌すべき基準につきましては町が十分参酌したものであれば地域

の実情に応じて異なる内容を定められるものであります。条例で定める基準については現在

国の省令等で定める基準に従い適切に運営されていることから、基本的には国の基準に従っ

て条例を定めるものであります。その上で、参酌すべき基準につきましては町の介護保険事

業計画の更新、近隣市町や宮城県の取り組み方針等踏まえ、５つの独自基準を設けることに

いたしました。 

  独自基準の１つとして地域包括支援センターとの連携を規定します。地域包括ケアシステ

ムの中核的機能を担う地域包括支援センターとのより一層の連携を求められるため、一般原

則の連携すべき対象に地域包括支援センターを明記するものであります。 

  独自基準の２つ目として暴力団の排除を規定します。事業者の指定を受けることができる

法人の要件に暴力団の排除規定を追加し、利用者が安心して介護サービスを利用できる環境

整備を図るものです。 

  独自基準の３つ目として、記録の整備を規定します。これは、記録の保存期間の延長と記

録の種類の追加であります。不適正な介護給付費があった場合、町の返還請求権については

地方自治法の規定により５年間と定められていますが、現行の基準では記録の保存期間が２

年間と定められているため、独自基準において残存期間を５年とするものであります。ま

た、あわせてその返還額の確定の補足資料となる２項目を保存すべき記録として追加するも

のです。 

  独自基準の４つ目として非常災害対策を規定します。平成23年３月11日の東日本大震災に

おいて、町内の介護施設においても水、食料品、燃料等の不足によって大変困難な状態が発

生しました。また、集中豪雤などの自然災害も心配されます。現行の基準より実効性の高い

災害対策として、災害ごとの計画並びに防災に係る物品の備蓄等を義務づけるものです。 

  独自基準の５つ目として指定地域密着型介護老人福祉施設の居室定員を規定します。利用

者にとって低廉な自己負担で利用が可能である多床室の整備が可能となるよう原則は個室で

ありますが、地域の実情に応じて４人以下での整備を可能とするとの独自基準を設定するも
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のであります。 

  続いて資料２ページ、表となります。条例の構成及び独自基準の設定についてご説明申し

上げます。 

  初めに、柴田町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定

める条例であります。表左から順に目次、独自基準のあるなし、基準類型、国の基準となる

省令となっております。構成は章立てにしております。第１章が総則です。第２章の定期巡

回・随時対応型訪問介護看護、第３章の夜間対応型訪問介護、第４章の認知症対応通所介

護、第５章小規模多機能型居宅介護、第６章認知症対応型共同生活介護、第７章地域密着型

特定施設入居者生活介護、第８章地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、第９章複合

型サービスと順にサービスの種類ごとに章立てを行いまして、それぞれ基本方針、人員に関

する基準、設備に関する基準、運営に関する基準の順に条立てをしております。全体で205条

の条立てになっております。 

  先ほど申し上げました独自基準の設定した項目については網かけで表上の表記をしており

ます。例えば第３条、第４条ですね、一般原則と指定を受けることができる者、第43条が記

録の整備、59条が記録の整備というように独自基準を設定した項目について太字で表記して

おります。 

  続いて６ページになります。柴田町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備

及び運営に関する基準等を定める条例です。これについても表の見方として左から目次、独

自基準、基準の類型、省令と欄を設けております。 

  第１章が総則です。第２章が介護予防認知症対応型通所介護、第３章が介護予防小規模多

機能型居宅介護、第４章が介護予防認知症対応型共同生活介護のサービスごとにそれぞれ基

本方針、人員及び設備に関する基準、運営に関する基準、介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準の順にそれぞれ条立てをしております。全体で91条の条の構成となってお

ります。 

  以上で、資料による説明を終わりまして議案書に入ります。 

  議案書31ページをごらんいただきます。議案第17号柴田町指定地域密着型サービスの事業

の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例であります。 

  まず、目次で条例の全体像を説明申し上げます。先ほど資料の表により条例の構成を説明

申し上げました。まず、第１章が総則です。第２章の定期巡回・随時対応型訪問介護看護か

ら第９章の複合型サービスまで順次サービスの種類ごとに基本方針、運営に関する基準、設
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備に関する基準、運営に関する基準などごとに条を設定し、全体で205条の構成となっており

ます。 

  最後に、附則で施行期日と経過措置を規定しています。内容について説明申し上げます

が、基準についてはこれまで国の基準のとおりでありますので、これまでの基準のとおりで

ありますので、参酌基準のうち独自基準を設定したものについてのみ説明申し上げます。 

  33ページお開きください。第３条指定地域密着型サービスの事業の一般原則であります。

第２項になりますが、指定地域密着型サービスの事業者の連携に努める先に地域包括支援セ

ンターを加えます。 

  続いて、34ページになります。第４条指定地域密着型サービスの指定を受けることのでき

る者でありますが、法人である、括弧書きに暴力団排除の規定を入れてあります。 

  続いて、52ページになります。第43条記録の整備です。ここには記録の５年間の保存をし

なければならないことと、２項８号９号を保存すべき記録に加えるものであります。この記

録の整理については次の章からも同じ規定がございますので、これ以降サービスの種類ごと

に同様の規定をしてまいります。 

  続いて69ページになります。77条非常災害対策であります。第２項に非常災害の種類ごと

に計画を作成し、掲示し周知しなければならないと規定します。また、第３項には他の社会

施設との連携、食料品等の備蓄、自家発電装置等の整備に努め、非常災害することにしま

す。これについてもこれ以降の各所のサービスの種類ごとに同様の規定をしてまいります。 

  続いて107ページになります。154条設備であります。指定地域密着型介護老人福祉施設の

居室の定員の規定で第１項第１号ア、次のページでありますが、１の居室の定員は１人とす

ること、ただし地域の実情に応じて必要があると認める場合は４人以下とすることができる

と規定するものであります。 

  附則としまして、施行期日でありますが136ページになります。第１条この条例は平成25年

４月１日から施行する。経過措置としまして第２条以下に規定するものです。国の基準から

町の基準に変わることによる経過措置の規定となります。 

  続いて、議案書141ページです。議案第18号柴田町指定地域密着型介護予防サービスの事業

の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例であります。条例の全体像につきまして

は目次をごらんのとおり第１章が総則です。第２章の介護予防認知症対応型通所介護から第

４章介護予防認知症対応型共同生活介護まで順次サービスの種類ごとに基本方針、人員、設

備に関する基準、運営に関する基準、介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準ご
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とに条を設定し、全体で91条の構成となっております。最後に、附則で施行期日と経過措置

を規定しています。 

  議案17号と同じように独自基準を設定したものについてのみ説明申し上げます。 

  まず、143ページになります。第３条指定地域密着型介護予防サービス事業の一般原則であ

ります。第２項になりますが、連携に努める先に地域包括支援センターを加えるものです。 

  続いて、次の条、第４条指定地域密着型介護予防サービスの指定を受けることができる者

であります。法人であること。そして法人の括弧書きに暴力団排除の規定を入れてありま

す。 

  続いて、155ページになります。31条非常災害対策であります。156ページになるんです

が、第２項に非常災害の種類ごとに計画を作成し、掲示し周知しなければならないと規定を

しております。また、第３項には他の社会施設との連携、食料品等の備蓄、自家発電装置等

の整備に努め非常災害対策とすることとしております。これについては、これ以降それぞれ

の章のサービスの種類ごとに同様の規定をしてまいります。 

  続いて、158ページ、41条記録の整備です。記録を５年間保存しなければならないことと、

この条では６号７号を保存すべき記録に加えるものであります。これについてもこれ以降サ

ービスの種類ごとに同様の規定をしております。 

  附則としまして、施行期日です。186ページになります。施行期日第１条この条例は平成25

年４月１日から施行する。経過措置としまして第２条以下に規定するものです。同じように

国の基準から町の基準に切りかわることによる経過措置の規定であります。 

  以上で、地域主権改革一括法関連の条例整備による２本の条例、議案17号、議案18号の詳

細説明といたします。よろしくご審議をお願いいたします。 

○議長（我妻弘国君） これより質疑に入ります。質疑は一括といたします。なお、質疑に当

たっては議案名を指名して行ってください。質疑ありませんか。11番大坂三男君。 

○11番（大坂三男君） 両方の議案に共通するんですが、今回省令から自治体の条例に変わる

に当たって独自の部分も今回追加されるということで、特に気になるのが今回法人に対する

義務づけみたいなのも、例えば災害対策とか記録が追加されるということで、費用が発生す

るような部分が尐しは出るんでないかなと。特に災害対策でいろんな備品等の設置が義務づ

けられるとすると、その辺がどうなっていくのかお伺いしたいと思います。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（駒板公一君） お答えいたします。 
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  このサービスを行うに当たって、利用者の安全を確保するというのは事業者の責任という

捉え方をしておりますので、事業者の日常的な対策も含めての負担ということになります。 

○議長（我妻弘国君） 再質問どうぞ。 

○11番（大坂三男君） その際、この条例が施行されることによって新たな費用が事業者に発

生した場合、それは事業者で法人で賄ってくださいというか、という形になると思うんです

が、その辺事業者なり法人なりからクレームとは言わないまでも多尐費用が追加されるとい

いますか、その部分について困るということが起こり得ないのかどうか、その辺どう考えて

おられるか伺います。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（駒板公一君） この条例が議会でお認めいただいた後にそれぞれの関係する事業

所、法人等に説明の機会を設けます。その中で、これについてはやはり利用者の安全を確保

するという事業者の基本的な責任が本来あるということを、今回基準で明記したということ

で理解を求めていきたいと思います。 

○議長（我妻弘国君） 再々質問どうぞ。 

○11番（大坂三男君） もう一つ、地域包括支援センターが連携するということなんですけれ

ども、具体的には今までとどう違うのかどうなっていくのか。これについても想定される部

分で結構です。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（駒板公一君） お答えいたします。 

  主には情報交換であります。あとその事業サービスを行うに当たってのお互いの情報交換

なり研修なり、そういうものを地域包括支援センターが包括システムのメーンといいます

か、センター的な機能を持っておりますので、その働きを発揮していただくことでそれが各

サービス事業所にまで行き渡るようなネットワークというものを構築していきたいと考えて

います。 

○議長（我妻弘国君） ほかに。３番佐久間光洋君。 

○３番（佐久間光洋君） 一部関連するんですけれども、今回の地域主権一括法の改正によっ

て生じる負担、これに対しては国の予算的な手当て、そういったものは一切なくてあくまで

もこっちの事務的なものでやらなきゃならないということなんでしょうか。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（駒板公一君） お答えいたします。 
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  この指定密着型サービスの責任というのは本来以前から、町が市町村が責任の当事者でご

ざいまして今回の一括法の関係というのはその基準が今までは国の基準に沿って事業者の指

導なり監督なりしてきたのが今度町が独自基準、いろいろ柴田町の状況に見合った独自基準

を盛り込んだこの新たな基準で対応していくということでございまして、財政的なところと

いうのは従来と同じということになります。 

○議長（我妻弘国君） 再質問どうぞ。 

○３番（佐久間光洋君） ついでで申しわけないんですけれども、今回これに限らずほかにも

条例、つくったりしたものがありますけれども、それについての全体に対する負担というの

は国からの交付金的な手当てというのはないものなのか伺います。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。財政課長。 

○財政課（水戸敏見君） 特別な措置としてはありません。今介護から話があったように、こ

れまでに町が担っていた部分の独自基準を設けられるように法体系を条例のほうに落として

きたという部分が大きいのかなと思っています。 

○議長（我妻弘国君） 再々質問、よろしいですか。ほかに。17番白内さん。 

○17番（白内恵美子君） 白内です。 

  大坂議員からも出ていたんですが、69ページの第77条３項の非常用食料の備蓄については

この条例ができることで最初にお願いをすることは可能だと思うんですが、その後きちんと

備蓄されているかどうかというのは町がチェックをするんでしょうか。この条例が制定され

ることによって町の指導というのが強まると考えていいのかどうかをお伺いします。 

  それから、この条例の実際のこの条例に当てはまるというか、事業者数はどのくらいにな

るものですか。これは今町でつくらなくても国の基準があったものでこれまではやってきて

いましたけれども、実際には町内でどれだけあるのか。そして例えば町民が町外を利用して

いる場合というのは全然町としては関係ないと考えてよろしいんでしょうか。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（駒板公一君）お答えいたします。 

  まず、１点目の非常災害対策の備蓄なりの基準を今回設けるといいますか、町条例として

明記するわけなんですが、これについては町が指導監督者でございますので、基準に沿って

指導監督していくということになります。ですから、当面の備蓄、それが維持継続できてい

るかということも含めて指導監督の対象となります。 

  町内の事業所の状況でございますが、いわゆるグループホーム、認知症対応型の生活介護
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のグループホームが５カ所、５事業所ございます。大体、全部で70人ぐらい入所者がおると

思います。 

  町民が他の市町村のこういう施設に入った場合どうなるかということなんですが、先ほど

の説明で申し上げましたが、地域密着型サービスというのは柴田町内で柴田町民が地域の中

での地域完結といいますか、そういうサービスでございますので地域密着型サービスという

ことで、基本的には原則的には柴田町民は他の施設は利用していない。中には例外的なとい

いますか、あるんですが基本的にはそれぞれの市町村単位ということになります。 

○議長（我妻弘国君） 再質問どうぞ。 

○17番（白内恵美子君） そうしますと、グループホーム５カ所だけであればその備蓄に関し

ても町のチェックというのはきちんと及ぶということですよね。定期的に回って指導するこ

とは可能ということでよろしいわけですね。 

○議長（我妻弘国君） よろしいですか。答弁求めますか。どうぞ。 

○福祉課長（駒板公一君） 指導監督が町にございますので、その指導に当たるということ

と、５つの事業所、グループホームには運営委員会がございまして、私どもの職員、必ずそ

れに入って会議に参加しておりますので、その中でも徹底を図っていきたいと思います。 

○議長（我妻弘国君） 再質問ありますか。ほかにありませんか。 

     〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（我妻弘国君） これをもって質疑を終結いたします。 

  これより討論に入ります。討論ありませんか。 

     〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（我妻弘国君） 討論なしと認めます。 

  これより、議案第17号柴田町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準等を定める条例の採決を行います。 

  お諮りいたします。本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

     〔賛成者起立〕 

○議長（我妻弘国君） 起立総員であります。 よって、本案は原案のとおり可決されまし

た。 

  これより、議案第18号柴田町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運

営に関する基準等を定める条例の採決を行います。 

  お諮りいたします。本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 
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     〔賛成者起立〕 

○議長（我妻弘国君） 起立総員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

                                            

     日程第１２ 議案第１９号 柴田町町道の構造の技術的基準等を定める条例 

     日程第１３ 議案第２０号 柴田町移動等円滑化のために必要な町道の構造に関する

基準を定める条例 

     日程第１４ 議案第２１号 柴田町移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置

に関する基準を定める条例 

     日程第１５ 議案第２２号 柴田町都市公園条例の一部を改正する条例 

     日程第１６ 議案第２３号 柴田町営住宅条例の一部を改正する条例 

      

○議長（我妻弘国君） 日程第12、議案第19号柴田町町道の構造の技術的基準等を定める条

例、日程第13、議案第20号柴田町移動等円滑化のために必要な町道の構造に関する基準を定

める条例、日程第14、議案第21号柴田町移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に

関する基準を定める条例、日程第15、議案第22号柴田町都市公園条例の一部を改正する条

例、日程第16、議案第23号柴田町営住宅条例の一部を改正する条例、以上５カ件を一括議題

といたします。 

  町長の提案理由の説明を求めます。町長。 

     〔町長 登壇〕 

○町長（滝口 茂君） ただいま一括議題となりました、議案第19号柴田町町道の構造の技術

的基準等を定める条例から、議案第23号柴田町営住宅条例の一部を改正する条例までについ

ての提案理由を申し上げます。 

  「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関す

る法律」の施行により、「道路法」、「都市公園法」、「高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律」及び「公営住宅法」が改正され、これまで政省令で定めていた施

設・公物の設置管理基準の幾つかが、地方自治体の条例で定めることになったことから、今

回５本の条例を制定するものです。 

  議案第19号は、町道の構造の技術的基準等を定めるものです。 

  議案第20号は、移動等円滑化のために必要な町道の構造に関する基準を定めるものです。 

  議案第21号は、移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準を定めるも



 ２７０ 

のです。 

  議案第22号は、都市公園の配置及び規模の基準、公園施設の設置基準を定めるため、柴田

町都市公園条例の一部改正をするものです。 

  議案第23号については、町営住宅の整備基準、入居収入基準を定めるため、柴田町営住宅

条例の一部改正を行うものです。 

  詳細につきましては、担当課長が説明いたしますので、原案のとおり可決くださいますよ

うお願いいたします。 

○議長（我妻弘国君） 補足説明を求めます。都市建設課長。 

○都市建設課長（大久保政一君） それでは、平成25年第１回定例会議案第19、20、21、22、

23号の関係資料をまずお願いしたいと思います。訂正が２カ所あります。大変申しわけござ

いません。 

  議案第19号柴田町町道の構造の技術に関する条例になっております。基準等を定める条例

であります。それから、次の２ページのタイトルも基準に関する条例になっておりました。

これを基準等を定める条例ということで、訂正方お願いします。大変申しわけありません。 

  それでは、詳細について説明申し上げます。議案第19号柴田町町道の構造の技術的基準等

を定める条例について、議案第20号柴田町移動等円滑化のために必要な町道の構造に関する

基準を定める条例について、議案第21号柴田町移動等円滑化のために必要な特定公園施設の

設置に関する基準を定める条例について、議案第22号柴田町都市公園条例の一部を改正する

条例について、議案第23号柴田町営住宅条例の一部を改正する条例であります。 

  趣旨でありますが、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関

係法律の整備に関する法律」により、「道路法」そして「高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律」、そして「都市公園法」、「公営住宅法」が一部改正されたことに

伴い、改正された法律及び省令等によって定められていた基準について定める基準を参酌し

て地方公共団体がこれを定めることになりました。これを受けて、表記条例の制定及び一部

を改正するものであります。 

  なお、今回定める条例につきましては、今まで国の基準に基づいて整備を行っているとこ

ろからも国が定める基準を参酌して定めることとしました。 

  ２ページをお願いします。議案第19号であります。柴田町は、これまでも国の基準を踏ま

え整備を行ってきております。引き続き、現行水準を確保するため参酌基準のとおり定める

こととします。 
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  まず、189ページの車道関係でありますが、第４条から８条になります。車線と車線数、そ

れから歩道の幅員等であります。それから、車道の車線の分離帯、普通道、路肩及び停車帯

であります。これについては参酌基準のとおり定めるものであります。 

  193ページになります。歩道等でありますが、第９条から第12条までであります。自転車

道、幅員が２メートル以上ですよということと、自転車歩行者道、幅員が４メートル以上で

すよということであります。それから歩道及び歩行者の滞留の用に供する部分ということ

で、歩道であれば３メートル500ミリ以上ですよということであります。 

  そして195ページ植樹帯とありますが、幅員1.5メートル以上を設けなさいということであ

りますが、植栽といいますか、木の種類、選定、配置、メンテナンスを考えて植樹帯をつく

りなさいということであります。 

  同じく195ページは設計速度、第14条であります。道路の規格、交通によって設計速度を定

めることになります。標準パターンでいえば大体40キロがこれまでつくってきた設計速度で

あります。 

  196ページは線形であります。第15条から23条まであります。車道の屈曲部あるいは曲線関

係、設計速度によってカーブが違います。40キロであれば大体60メートル以上という形にな

ります。そして、曲線部の片勾配、あるいは曲線部の車線等の拡幅であります。それから緩

和区間、カーブとカーブの間に直線距離を設けなさいよということと、それから視距です

ね、安全確認で視距を確保しなさい。それから縦断勾配であります。サーフィン道路みたい

な形になりますけれども、縦断勾配を入れなさい。それから登坂車線及び縦断曲線でありま

す。これについても参酌基準のとおり定めるものであります。 

  それから、199ページになります。路面の構造であります。第24条から第27条になります。

舗装するということと、それから横断勾配、1.5から２％の間で横断勾配、片勾配をつくりな

さいということであります。それから合成勾配及び排水施設、側溝あるいは集水ます等をも

ってきちっと排水施設を設けなさいということになります。 

  それから200ページ交差構造、これについては第28条から第30条までになります。平面交差

ですね。道路同一平面では５以上の交差交会させてはいけませんということであります。そ

れから、立体交差及び鉄道との交差もあります。 

  それから202ページ、凸部、狭窄部等になりますが、第31条から第38条になっております。

待避所、交通安全施設、防護柵あるいは照明等ですね。それから凸部、狭窄部、それから乗

合自動車等の停留所等に設ける交通島、車道ときちっと分離をしなさいよということです。
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それから、自動車の駐車場あるいは防護柵施設、トンネル、橋、高架等の道路であります。

これにつきましても参酌基準のとおり定めるものであります。 

  203ページの特例であります。附帯工事等あるいは小区間改築、自転車専用道路あるいは自

転車歩行者専用道路及び歩行者専用道路という部分がありまして、自転車専用道路、３メー

トル以上にしなさいあるいは自転車と歩行者が一緒に歩くのであれば４メートル以上、歩行

者専用であれば２メートル以上ということで、それぞれ幅員を確保しなさい。これについて

も参酌基準のとおり定めようとするものであります。 

  これについては平成25年４月１日から施行するものであります。 

  ３ページ目であります。議案第20号であります。柴田町は特定道路、駅を中心としてそれ

から地区の高齢者や障がい者等が移動する重点地区ですか、そういうものを市町村が基本構

想を作成して国交大臣がその路線を区間を指定するというもので、柴田町は特定道路の指定

区間ではありませんが、今後指定を受ける可能性を考慮して現行基準に適合するよう努めて

いくため参酌基準のとおり定めることとしております。 

  まず、208ページの歩道関係であります。第３条から第10条になります。幅員であります。

標準とすれば当然３メートル500ミリ以上確保しなさいということにしております。それか

ら、舗装については地下浸透式、今のはやりの透水舗装ですか、そういうものをすることに

なっております。それから、勾配関係、縦断勾配５％以下、横断については１％以下とする

ものであります。これについても参酌基準のとおり定めるものであります。 

  それから209ページから213ページまで、これにつきましては立体横断施設ということで第

11条から第16条までであります。第12条関係はエレベーターであります。出入り口幅です

ね。これについては、90センチ以上を確保しなさい。傾斜路、そこまで行く通路、それにつ

いては先ほどと同じように縦断勾配で５％、あるいは横断勾配で１％、高さが75センチを超

えるごとに１メートル500ミリの踊り場を設けなさいという内容になっております。第14条は

エスカレーターであります。幅ですね。１メートル以上を確保しなさい。それから第15条は

通路であります。幅員は２メートル以上を確保しなさいということであります。第16条は階

段であります。幅員は１メートル500ミリ以上を確保しなさいということと、それから手すり

ですね、両側に設置をしなさいということになります。 

  それから213ページ、乗合自動車停留所であります。第17条あるいは第18条であります。乗

合停留所ベンチ及びその上屋の構造基準であります。 

  それから、213ページから216ページは自動車の駐車場であります。第19条から第29条まで
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になっております。障がい者の駐車場、駐車スペースを設けるということでバリアフリー施

設の構造基準とありますが、全駐車台数200台以下の場合については当然50分の１で４台、最

低でも４台分を確保しなさいということであります。これについても参酌基準のとおり定め

るものといたしております。 

  216ページ、移動等円滑化のために必要なその他の施設等ということで、これにつきまして

は第30条から第33条になっております。案内標識、それから視覚障がい者等の誘導ブロッ

ク、あるいは休憩施設及び照明施設を設ける基準ということで、これにつきましても参酌基

準のとおり定めるものであります。 

  次に４ページになります。議案第21号であります。柴田町移動等円滑化のために必要な特

定公園施設の設置に関する基準を定める条例であります。 

  柴田町はこれまでも国の基準を踏まえ整備を行ってきており、引き続き現行水準を確保す

るため参酌基準のとおり定めることといたします。 

  まず、219ページ園路及び広場であります。第４条関係であります。出入り口であります

が、幅は120センチ以上、確保すること。それから通路については幅が1.8メートル以上、そ

れから縦断勾配、先ほどの町道関係と同じなんですけれども、５％以下、横断についても

１％以下であります。階段については両側手すりを設置する。傾斜路については１メートル

200ミリ以上を確保するものであります。これについても参酌基準のとおり定めるものといた

します。 

  221ページ、屋根付広場第５条関係でありますが、出入り口幅が１メートル200ミリ以上確

保します。同じく221ページですけれども、休憩所管理事務所、第６条関係であります。これ

についても出入り口については１メートル200ミリ以上、戸でありますが、幅が80センチ以上

とするものであります。これについても参酌基準のとおり定めるものであります。 

  223ページ、第７条であります。野外劇場、野外音楽堂、これについては車椅子使用者等の

閲覧スペースを設けるということで、これについても収容定員が200人以下の場合には先ほど

の駐車場と同じように50分の１を乗じた数以上ということで、最低でも４スペースを確保す

るということであります。 

  224ページ、駐車場であります。第８条車椅子使用者等の駐車場を設けるものといたしま

す。 

  224ページから225ページ、便所、トイレです。第９条から第11条であります。円滑な利用

に適した構造を有する便所を設置するということで床は滑りにくいものに仕上げるというこ
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とと、出入り口は最低でも80センチ以上を確保するということで、これについても参酌基準

のとおり定めるものであります。 

  第12条は水飲場、手洗場であります。これについては円滑な利用に適した構造を有する構

造のものということで、何種類か、数もあると思いますが、１つ以上は利用に適した構造に

するというものでございます。 

  第13条、第14条については掲示板、標識であります。円滑な利用に適した構造を有する構

造のものということで、これにつきましても参酌基準のとおり定めるものであります。 

  次に、５ページをお願いします。議案第22号であります。 

  柴田町都市公園条例の一部を改正する条例であります。柴田町はこれまでも国の基準を踏

まえ整備を行ってきており、引き続き現行水準を確保するため参酌基準のとおり定めること

といたします。 

  あわせて、都市公園の一部の名称の変更と追加を今回あわせてお願いしております。 

  まず、定める事項ということで、227ページから230ページまでありますが、第２条の３と

いうことで、住民１人当たりの都市公園の敷地面積の標準ということで、参酌基準は柴田町

全体の区域内では１人当たり10平方メートル以上、それから市街地、用途指定区域内であり

ますけれども、５平方メートルを確保するということになります。これについては参酌基準

のとおり今回定めるものでありますが、現在柴田町の区域内、人口で割りますと大体１人当

たり8.13平方メートルになります。それに今回追加でお願いしております船岡新栄４号、５

号、６号を加えますと最終的には１人当たり11.90平方メートルということになります。それ

から市街地、用途区域外については５平方メートルを参酌基準としておりますが10平方メー

トルになっておりますので、これはいいのかなと思います。 

  それから第２条の４であります。町が設置する都市公園の配置及び規模ということで、公

園あるいは街区公園、近隣公園、地区公園等ありますが、街区公園、一番身近な公園であり

まして0.25ヘクタール、2,500平方メートル、これについては新栄４号、５号がこれに当たり

ます。誘導距離、近くで遊ぶ距離が大体250メートルを基準に１カ所ということで、考える公

園であります。近隣公園は２ヘクタールを標準、500メートル誘導距離を考えております。そ

れから地区公園、４ヘクタール、誘導距離は１キロということになります。これについての

参酌基準のとおり定めるものとしております。 

  それから、公園施設として設けられる建築面積に関する基準ということで、第２条の５で

ありますが、建蔽率の基準であります。これについては建築物、２％、ただ休養施設、運動
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施設等がプラス10％、それから国宝、それから重要文化財、これはプラス20％、それから屋

根付広場とか屋根付野外劇場、これについては10％ということで、いずれも参酌基準のとお

り定めるものとしております。 

  それから231ページになります。別表であります。公園の一部名称を変更するのでこれまで

入袋１号、２号、３号という公園でありましたが、町名変更になっておりますので１号につ

いては新生公園、入袋２号、３号はそれぞれ若葉１号公園、若葉２号公園、そして、東船迫

一丁目公園、二丁目公園は地域の方、それから委員会の方から要望されまして、皆さん１

号、２号と呼んでいるということでありますので、今回東船迫１号公園、２号公園として名

称を変更するものであります。それから、公園の追加ということで、現在船岡４号公園、つ

くっておりますが、この４号公園とこれからつくろうとする５号公園、６号公園、既に供用

開始しておりましたが剣崎公園、今工事中であります生月公園、おのおのの公園を今回新た

に追加をお願いするものであります。 

  次に、最後になります。議案第23号になります。これにつきましては、平成24年３月定例

会同居親族等要件に今回入居収入要件の追加をするものでありまして、柴田町はこれまでも

国の基準を踏まえ整備、管理を行ってきており、引き続き現行水準を確保するため、整備に

おいては参酌基準のとおり、入居収入基準については基準の範囲内で参酌基準額をもとに現

行基準、今条例で定めておりますとおり今回定めるものであります。 

  まず、町営住宅の整備の基準でありますが、整備の基準、これは233ページから234ページ

であります。第３条の２から第３条の６で健全な地域社会の形成、良好な地域環境の確保、

そして費用等の縮減への配慮、メンテナンスも配慮している、費用対効果ということであり

ます。これについては参酌基準のとおり定めるものとしますが、これらについては県条例と

同じであります。 

  それから、町営住宅の収入、入居、収入基準でありますが、234ページから238ページにな

りますが、入居者の資格であります。第６条の２項から５項になります。収入基準、公営住

宅神山前の８住宅でありますが、収入の50％以下で裁量階級、本来階級基準額を定めること

にしております。それから、改良住宅神山前なんですけれども、収入分位25％以下で裁量階

級、本来階級規準を定めるものであります。これについては基準の範囲内で参酌基準のもと

に現行基準のとおり定めるものであります。 

  それから、第27条第１項第２項でありますが、収入超過の認定ということで今回入居の収

入基準を定めることによりまして超過の認定を定める事項であります。これについては条例
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化する収入の額を超える額ということになります。 

  それで、収入基準のあらましをちょっと下の図で説明します。これまでは改良住宅、公営

住宅あるんですけれども、改良住宅を例にとってお話をしますと本来階級、左側になります

けれども、これについては通常の世帯の方が条例で月収11万4,000円という形で入居できます

が、裁量階層、一定以上の体の不自由な方、あるいは精神に障害を持っている方、あるいは

60歳以上の方、あるいは同居者等に小学校就学前のそういう児童がいる世帯で裁量階層の方

については高い収入でも入れるということで、月収13万9,000円ということで、設定しており

ます。それから公営住宅については本来階級が25％、裁量階級が40％ということで、21万

4,000円と、このように設定しております。 

  真ん中でありますが、これが国交省が参酌基準であります。これについては白くなってお

りますが、改良住宅であれば25％、公営住宅であれば50％以下ということで、本来階層、裁

量階層も全て一般の方々、全てこの基準であればいいですよと、これ以上ではだめですとい

うことだけれども、ここまでだったらいいですという国の参酌とする基準でありますが、今

回一番右側になりますが、これまでどおり改良住宅あるいは公営住宅、これまでどおり同じ

額で今回定めようとしておりますが、これについてはこれまでどおり、募集をしますと大体

平均で10倍以上の競争率があります。逆に、現行の基準を引き上げた場合にはそれだけ入れ

る方が一般の方も入れる方が多くなるというので、さらなる上昇が見られる。逆に引き下げ

を行った場合、入居者階層に隔たりが見込まれるということで、これについては現行の収入

基準を変更せずにこれまでどおり定めようとするものであります。 

  以上であります。よろしくお願いします。 

○議長（我妻弘国君） これより質疑に入ります。質疑は一括といたします。なお、質疑に当

たっては議案名を指定して行ってください。質疑ありませんか。11番大坂君。 

○11番（大坂三男君） 20号、21号関係で移動等円滑化ということで、高齢者とか障がい者に

配慮した基準があるんですけれども、これは趣旨を見ると本町がその道路管理者であるもの

に関しということになっていますが、駐車場等のこともありますので、いわゆるスーパーさ

ん中の大型の駐車場なんかは対象にならない、この基準の対象にならないのかどうかお伺い

します。 

  それからもう一つは、きのう私変なこと言ったかもわかりませんけれども、道路をつく

る、町が道路を直したりつくったりするときの施工の、実際工事が始まって終わるまでの町

の監督とか検査とかその辺がどういう手順でどういうことになっているのか、順序立てて説
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明をお願いしたいなと思います。 

  それから、町営住宅に関して入居収入基準というのがあるんですけれども、募集すると応

募する方の競争が厳しい、10倍、それ以上という話だったんですけれども、これは入居する

ときの話であって、入居１回しちゃうとどんなに収入があっても出てもらうということはで

きないのかどうか。そして収入の尐ない方に尐しでも入っていただくということにはできな

いのかどうかお伺いします。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。都市建設課長。 

○都市建設課長（大久保政一君） 大型駐車場の話だと思います。当然、道路区域に入ってい

れば当然道路管理者としてその整備をする対象となるかと思いますけれども、そういう意味

では最終的には50分の１、４台以上の移動等円滑化のためのスペースを設けるような計画に

なるということで、最終的には道路の施設、区域内に入れるか入れないかの話になってくる

かと思います。 

  それから、施工管理、竣工検査ということになりますけれども、公共単価表あるいは建設

物価等を参考にして積算をして発注するわけです。ある程度、業者が決まりましたら当然現

場代理、業者の担当のほうの代理人ですね、そしてうちらほうとして監督として２名指名し

まして、最終的にはそこの段階で図面どおりいけば何も全然問題ないんですけれども、図面

どおりいかない場所についてはお互い対等の立場で設計士との話し合いをしまして、現場と

すれば一般的には対応して設計変更になるということで、最終的には物ができれば今度は施

工管理ということで、見えなくなるのは当然ですけれども、写真等の管理、厚さの管理等し

て、最終的には高さの管理して最終的には成果品としてコンクリートの構造物といいます

か、成果品とあわせてそういう書類の成果品も上がってきます。そして２週間以内に竣工検

査しますが、そのときには当然実地検査、現場に行ってはかったりコアをとって厚さをはか

ったりします。見えないところについては当然写真ということで、これについては現場では

かっているところでは時間的な余裕がないということで、検査が終わってからその写真の管

理の成果を見るということで、最終的には出来高が普通であれば合格という形で竣工検査を

実施しております。 

  それから、入居者の収入基準、大幅に超えたということであれば当然収入超過の認定とい

うことでありますので、当然あなたは収入オーバーしていますから、すぐというわけにもい

きませんけれども、オーバーしていますから探してくださいねという文書は最初に出される

とすぐというわけにいきませんので、その段階がありまして、最終的には一般の住宅を確保
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してもらうという状況でございます。 

○議長（我妻弘国君） 再質問どうぞ。 

○11番（大坂三男君） そうしますと、一番最初に言った駐車場のことは駐車場ということじ

ゃなくて道路を、いわゆる道路であるところの駐車場ということで、スーパーなんかの明ら

かに施設内の駐車場は対象にならないという捉え方だとすると、逆に駐車場内の、スーパー

なんかの大型駐車場なんかはどういう基準でやっているのかなと。障がい者用の駐車スペー

スとか、大きさとか。そういう面も参考までに教えていただきたいなと思います。 

  それから、施工管理について、実は私本当に数日前なんですが、役場のＯＢだという方か

らこういうことがあるんだと、本当に冗談じゃなくて土曜日曜、役場の職員の目の届かない

ところでさあっとやっちゃって完成後の検査でわからないようなところは厚さを薄くすると

か、そんなことをやっていて検査されるようなところは大体わかるからそこはちゃんとして

とか、そういうのは実際自分が担当者とは言わなかったんですけれども、職員のＯＢとして

そういうのは認識していると、だからすぐ道路がだめになったりするようなことがあるんだ

と、例として、そういう話がありました。私はそんなことはないでしょうと、絶対と、言っ

たんですけれども、ちょっとけんか腰になったんですが、絶対そんなことはあり得ないんだ

と、役場の担当、ちゃんと検査するんだということをＰＲしてもらわないと、そういう話

が、ネガティブな話が今この時期ですから、非常に広まっていくようなおそれもあるので、

具体的にはそういう方にはっきり抗議をしてもいいかとは思うんですが、個別の問題なの

で、必要であれば私が申し上げますけれども、ちゃんと竣工工事なり途中のサンプル検査な

りはちゃんとされてそういうことはあり得ないんだということをきちっと説明する必要があ

るのかなと思います。 

  そうすると、その町営住宅の収入の多い方については別にきちっと確保してほしいという

ことはお願いするということなんですけれども、現実にこういうことがなされていてそれに

応じてもらえているのかどうか、この辺もお伺いしたいと思います。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。 

○都市建設課長（大久保政一君） 先ほどのスーパー関係の駐車場でありますが、一定規模の

施設、規模になれば当然駐車場も含むということで、それはあくまで民間のほうでやっても

らうという形で、先ほど道路区域であれば私たちでしますけれども、大型スーパーのほうで

やるということで県条例のほうで、だれもが住みよいまちづくり条例ということでハートビ

ル法関係で全て、公共施設初めそういうある意味でのお客様が集まるところは全てやはりバ
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リアフリー法といいますか、円滑法の関係でということになっています。 

  それから、竣工検査関係、本当に聞いたことがないような話で大変なんですけれども、ま

さしく現場のほうでも実地検査もして書類検査もして、舗装があんまり薄過ぎなくてコアも

きちんととって厚さをはかって、コアを抜いて厚さだけでなくて減圧が薄れていれば中に気

泡がぼろぼろ入って、つらといいますか、面をきちっと見てぴたっとしまっていれば当然十

分だということで、現場では竣工検査をしておりますので、説明をします。 

  それから、先ほどの町営住宅関係でありますが、これまでまさしく高額退去者もというこ

とで、現実におります。そういった形でお願いしたという実例もございます。以上でござい

ます。 

○議長（我妻弘国君） ほかにありませんか。17番白内さん。 

○17番（白内恵美子君） 議案第21号の特定公園施設の設置に関することで第12条に高齢者、

障がい者等が利用する水飲み場、226ページにあります。設ける場合はとあるんですが、この

条例自体が新たにつくる場合とは思うんですが、例えば水飲み場等があれば今利用されてい

る公園で高齢者や障がい者が使われているだろうところにはこのような水飲み場というのは

必要になってくるかと思います。この条例にあくまでも新たなものだけなのか、それとも既

存のものであってもそういう本来必要なものであれば見直ししていくということが必要にな

るかと思うんですが、その辺の考えを。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。 

○都市建設課長（大久保政一君） これについてはまさしく新しくつくるものということで、

言明しておりますが、やはり公園を管理する者あるいは整備をする側に立ちますと、やはり

新しいばかりでなくて今使っているものあるいは古くなって更新するものについては当然バ

リアフリーといいますか、手洗い、水飲み場の中に入っていけるようなそういうものにきち

んと年次計画を立てて整備をしていくという考え方、そういう事務的なものは当然新しく直

すからでなくて、今あるものを見たときにはバリアフリーにはなっていませんので、そうい

うのは改善準備といいますか、そういうのは感じながら今後計画をしていきたいと思ってお

ります。 

○議長（我妻弘国君） よろしいですか。再質問どうぞ。 

○17番（白内恵美子君） ちなみに水飲み場というのは障がい者用というのはどういう形なん

でしょうか。 

○議長（我妻弘国君） 答弁を求めます。 
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○都市建設課長（大久保政一君） 車椅子であれば、普通であれば立ち上がって前にぶつかっ

てしまいますけれども、Ｌ型でこうなっていまして中に入っていけて、高さが幾らか低くな

っていてあけるような形のやつが、当然、遊具関係もしくはそういう施設、製品を売ってい

る業者、いろんな種類があってどれを選ぶかという形になっています。もうほとんど健常者

ばかりでなくて、バリアフリーが適用になってそういうものをつくっている。ただ問題はそ

こに水飲み場があるんだけれども、そこに行くまでの出入りとかそっちのほうが大変申しわ

けないんですけれども、かかるんです。そっちも含めて考えさせていただきたいと思いま

す。 

○議長（我妻弘国君） ほかにありませんか。 

     〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（我妻弘国君） これをもって質疑を終結いたします。 

  これより討論に入ります。議案名を示して行ってください。討論ありませんか。 

     〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（我妻弘国君） 討論なしと認めます。 

  これより、議案第19号柴田町町道の構造の技術的基準等を定める条例の採決を行います。 

  お諮りいたします。本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

     〔賛成者起立〕 

○議長（我妻弘国君） 起立総員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

  これより、議案第20号柴田町移動等円滑化のために必要な町道の構造に関する基準を定め

る条例の採決を行います。 

  お諮りいたします。本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

     〔賛成者起立〕 

○議長（我妻弘国君） 起立総員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

  これより、議案第21号柴田町移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基

準を定める条例の採決を行います。 

  お諮りいたします。本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

     〔賛成者起立〕 

○議長（我妻弘国君） 起立総員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

  これより、議案第22号柴田町都市公園条例の一部を改正する条例の採決を行います。 

  お諮りいたします。本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 



 ２８１ 

     〔賛成者起立〕 

○議長（我妻弘国君） 起立総員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

  これより、議案第23号柴田町営住宅条例の一部を改正する条例の採決を行います。 

  お諮りいたします。本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

     〔賛成者起立〕 

○議長（我妻弘国君） 起立総員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

  これで本日の日程は全て終了いたしました。 

  本日はこれをもって散会といたします。 

  明日午前９時30分から再開いたします。 

  ご苦労さまでした。 

     午後２時２０分  散 会 
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